


目次

第Ｉ章国立大学協会

第１節総則及び例規

○国立大学協会会則……･………･……･……………………（昭和４０．４．１）……１

○国立大学長懇談会開催について….…………･……･……（昭和42.11.30）･･･…７

○理事及び監事総会互選要領･……･……………………….（昭和39.11.26）……７

○国立大学の代表者である常置委員会の委員の総会

選出要領..………………………………………………･…（昭和39.11.26）……８

○国立大学協会会則第22条館２項第２号の委員選任

要領.…………………………………………………･…･…（昭和39.11.26）……９

○国立大学協会会則第22条第２項第２号の委員２名

を３名とすることについて．…………………･………･…（昭和44.11.24）……９

○特別委員会の委員補充に関する選任手続について……（昭和４４．４．２）..…･１０

○国立大学協会会費の基準…･…………･………………….（昭和39.11.27）……１０

○会費の基準が前年度と同一の場合における翌年度

の会費承認方について…..………………………･………（昭和45.4.27）……１１

○学長以外の委員の会議出席旅費支給基準………………（昭和45.6.26）……1２

第２節諸規程

○国立大学協会斯務局組識規程･……………………･…….（昭和4211．

○国立大学協会処務規程･…･……………………………･…（昭和42.11．

○国立大学協会職員服務規程……･……………………．.…（昭和42.11．

○国立大学協会会計規程･…………………･…･……………（昭和42.11．

○国立大学協会給与規程…………………………･…･…….（昭和42.11．

○国立大学協会旅費規程･…………･……………………･…（昭和42.11.

①
△
一
◎
ｑ
）
【
Ｉ
く
じ
ハ
リ

イ
上
つ
ょ
ワ
』
ワ
］
（
』
△
４

●
●
●
ｐ
の
●

●
●
●
①
⑪
●

●
●
■
●
■
●

●
●
●
０
■
●

●
●
●
●
Ｐ
●

、
●
●
●
●
●

、
ノ
、
ノ
、
ノ
、
ノ
、
ノ
、
ノ

『
上
勺
上
『
上
勺
上
勺
上
句
上

第３節参考

○国立大学協会会則の解説及び質疑応答……………(蝿閻騨） ･･･…４２



第II章大学運営協議会

第１節総則および例規

○大学運営協議会規程..………………………･……………（昭和38．

○大学運営協議会規程実施細則……･･……………･………（昭和38．

○大学運営協議会地区選出委員の輪番制等について……（昭和44.

2.28）……46

9.27）……4９

６２５）……5０

第２節参考

○大学迩懲協議会規…説及び質疑応答……………(鰯間繕)……5’

○大学運営協議会規程簗施細りの解説………………(騨鯛鑿回)……“

第III章特別会計制度協議会

第１節総則および例規

○国立学校特別会計制度協議会設置について，会長

と文部IIT務次官とのI;ﾄﾞ『し合わせ……………･･………･…（昭和３９．６．５）……７０

○国立学校特別会計制度協議会運営方針･………………･・（昭和39.9.21）……７１

○国立学校特別会計制度実施の際の文部７１Ｆ務次官と

大蔵省主計局長との覚愈…………………………………（昭和39.2.27）……7１

第２節参考

○国立学校特別会計腱ついて検討を要する事項（問題点）

（鵬附,,蝋具騨）

○鬮立学校特別会誹''峡i－いての意見……………(騨鶚学濃会長）
○国立学校特別会計制度についての意見の解説

（騨雛閤鶏会，）

２
４
７
７

》
》

》
■● ●

……7５



第Ｉ章国立大学協会

第１節総則及び例規

○国立大学協会会則

鰯秘Ｑ
改正昭和4０．

４５．

篭）
6．２４

６．２６

第１章総則

（名称）

第１条本会は，国立大学協会と称する。

（組織）

第２条国立大学協会（以下「協会」という。）は，国立大学を会員として組織する。

（主たる辨務所）

第３条協会の主たる事務所は，東京都文京区本郷７丁目３番１号に置く。

第２章目的及び事業

（目的）

第４条協会は，国立大学相互の緊密な連絡と協力をはかることにより，その振興に寄与

することを目的とする。

（事業）

第５条協会は，前条の目的を達成するために，次;二掲げる獅業を行なう。

（１）国立大学の振興につき必要な調査研究

（２）研究及び教育における大学相互の協力援助iこ関し必要な事業

③前２号に掲げるもののほか協会の目的を達成するために必要な事業

第３章会員の代表

（会員の代表）

第６条協会において，会員たる国立大学を代表する者は，当該大学の学長又は学長の職

務を行なう者とする。
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２前項の規定により大学を代表する者（以下「代表者」という｡）に事故があるときは，

そのつど当該大学の指定する教員が，代表者の任務を行なうことができる。

第４章機関

第１節総会

（総会の組織）

第７条総会はⅢ会員の代表者をもって組織する。

（協会の意思の決定表示）

第８条協会がその意思を決定し又は表示する場合は，総会の識によらなければならない。

ただし，緊急の必要があり総会を招集するいとまがない場合においては，理事会の識に

より，これを行なうことができる。

２前項ただし書の規定によってなされた措llYfについては，次の総会においてその承認を

得なければならない。

（総会の招集）

第９条総会は，会長が招集する。

（定例総会）

第10条定例総会は，毎年２回招集するものとする。その時期は６月及び11月を常例とす

る。

（臨時総会）

第11条会長は，必要があると認めたときは，臨時総会を招集することができる。

２会員総数の８分の１以上の大学から，識題を示して要求があったときは，会長は，臨

時総会を招集しなければならない。

（識長）

第12条会長は，総会の議長となる。

２会長に事故があるとぎは，会長の指名する副会長が議長の職務を行なう。

３会長及び副会長ともに事故があるときは，総会において，理事の中から議長の職務を

行なう者を定める。

（定足数及び表決）

第13条総会は，会員総数の半数以上の代表者が出席しなければ，議事を開き議決をする

ことができない。

２総会の議事は，特別の定めのある場合を除き，出席代表者の過半数をもって決する。

３議長は，表決権を失わないものとする。

（議事運営に関する事項）

第14条この会則に定めるもののほか，総会の議事運営に必要な事項は，議長が総会に諮

って定める。

２



第２節理事及び理事会

（理事）

第15条協会に，理事21人を極く。

２理事は，総会において互選された大学の代表者をもってあてる。

（理事の任期）

第16条理事の任期は，２年とする。ただし，補欠の理事の任期は，前任者の残任期llflと

する。

２同一の大学の代表者が引き続いて理事となることは，妨げられないものとする。

３理事がその任期中に当該大学の代表者でなくなったときは，当該大学の後任の代表者
が理事となる。その者の任期は，前任者の残任期間とする。

（理事会）

第17条理事会は，理事及び各常置委員会の委員長をもって組織する。

２理事会は，協会の運営にDMする事項を処理する。

３会長は，理事会を招集し，その議長となる。

４第12条第２項及び第３項の規定は，理事会の議長に準用する。

（定足数及び表決）

第'8条理事会は，理事及び各常置委員会の委員長の総数の半数以上の者が出席しなけれ
ば，議事を開き議決をすることができない。

２理事会の議事は，出席者の過半数をもって決し，可否同数の場合は，議長の決すると
ころによる。

（常務理事会）

第11条常務理事会は，次に掲げる者をもって組織する。

（１）会長及び副会長

②各常置委員会の委員長

２常務理事会は，次に掲げる事項を処理する。

（１）協会運営の常務に関する事項

（２）総会又は理事会の委任にかかわる事項

３常務理事会において処理した事項は，次の総会又は理辨会において，報告をしなけれ
ばならない。

第３節会長及び副会長

（会長及び副会長）

第20条協会に，会長１人及び副会長２人を置く。

２会長及び副会長は，理琳の互選により定める。

３会長又は副会長は，理事としての任期が満了したときは，その地位を失う。
４会長又は副会長が辞任し，又は大学の代表者でなくなったときは，第２項の規定によ
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り，会長又は副会長を定めるものとする。

（会長及び副会長の戦務）

第21条会長は，協会の会務を総括し，協会を代表する。

２副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるときは，会長の職務を行なう。

第４節委貝会

（常置委員会）

第22条協会の事業に関する事須を分担して調査研究するため，総会の定めるところによ

り，若干数の常置委員会を趣く。

２常置委員会は，次に掲げる委員をもって組織する。

（１）総会において選出された大学の代表者若干名

（２）理事会が国立大学の教員の中から選任した者若干名

３常置委員会の委員の任期は，２年とする。

４第16条第２項及び第３項の規定は，大学の代表者たる常腫委員会の委員に準用する。

（特別委員会）

第23条臨時に特別のZＩＦ項を調査研究するため必要があるときは，理事会の議により特別

委員会を置くことができる。

２特別委員会の委員は，理訓「会が選任する。この場合においては国立大学の教員を委員

に加えることができる。

（委員長）

第24条委員長は，委員会において委員の互選により定める。

２委員長は，総会において，その委員会の担当事項について報告をしなければならない。

３特別委員会の委員長は，理事会に出席し，その委員会の担当z1j二項について意見を述べ

ることができる。

（定足数及び表決）

第25条委員会は，半数以上の委貝が出席しなければ，議事を開き議決をすることができ

ない。

２委員会の議巍は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数の場合は，委員長の決す

るところによる。

（専門委員）

第26条委員会は，専門委員を魅くことができる。

２専門委員は，国立大学の教職員の中から選任する。

（臨時の委員および専門委員）

第26条の２委員会において，特別の事項を審議するため特に必要があるときは，理事会

の識により国立大学の元教貝を臨時委員又は臨時専門委員とすることができる。

（小委員会）

第27条委員会は，特定のZj噸を処理するため必要があるときは，小委員会を設けること

－４－



ができる。

（教員の意見陳述）

第28条国立大学の教員は，協会の本業に関して協会に対し意見を述べることができる。

２前項の意見は，文書で提出するものとする。

３意見が協会に提出されたときは，会長は，これを関係のある事項を担当する委員会に

回付するものとする。

４前項の規定により，意見の回付を受けた委員会は，必要があると認めたときは，口頭

によってその教員の意見を聴取することができる。

第５節大学運営協議会

（大学運営協議会）

第21条協会に，大学運営協議会を厭く。

２大学運営協議会の組織及び運営については，別に定める。

第６節監事

（鑑事）

第30条協会に，監事２人を固く。

２監事は，総会で互選された大学の代表者をもってあてる。

（監事の任期）

第31条監事の任期は，２年とする。

２第16条第２項及び第３項の規定は，監醐に準用する。

３監事が常置委員会の委員長になったときは，監事の地位を失う。

（監事の職務）

第32条監事は，協会の会計及び会務執行の状況を監査する。

２監事は，理事会に出席し，意見を述べることができる。

第５章会計

（会計年度）

第33条協会の会計年度は，毎年４月１日に始まり，翌年３月31日に終わる。

（経饗）

第34条協会の経費は，会費その他の収入をもってあてる。

（会費）

第35条会員は，総会の定める基準Iこ従って理rlF会の定めるところにより，会費を納入し

なければならない。

（予算及び決算）

第36条協会の予算及び決算は，総会の承認を仰なければならない。
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第６率事務局

（事務局及び事務職員）

第３７条協会に，事務局を置く。

２事務局に，事務局長，主事及び事務職員若干名を置く。
３事務局長は，会長の命を受け，事務局の事務を総括する。
４主事は，会長及び事務局長の指揮を受け，事務局の事務を処理する。
５事務職員は，協会の庶務に従事する。

第７章会則の変更

（会則の変更）

第38条この会則は，総会において，会員総数の３分の２以上の代表者の同意がなければ，
変更することができない。

附則

１この会則は，昭和40年４月１日から施行する。

２国立大学協会会則（昭和25年７月13日施行。以下「旧会則」という｡）は，廃止する。
３この会則施行の際現に在任する会長，副会長，理事,監事及び常置委員会の委員は，
次項の規定により後任者が選任されるまで在任するものとする。

４この会則施行後最初の総会において，理事，監事及び常置委員会の委員の選任をしな
ければならない。

５この会則施行の際現に在任する特別委員会の委員は，別段の措置がなされiｶﾐい限り，
引き続き在任するものとする。

６第22条第２項第２号の委員の数は，当分の間，同項第１号の委員の数の３分の１以内
とする。

７この会則施行の際現に設置されている常置委員会は，第22条第２項第２号の委員力選
任されるまでの間，従前の例により，その任務を行なうことができる。

８１日会則の規定によりなされた措置は，別段の定めがなされない限り，その規定に対応
一するこの会則の規定によりなされたものと承なす。

附則

この会則は，昭和40年６月24日から施行し，同年４月１日から適用する。
（昭和４０．６．２４改正）

附則

この会則は，昭和45年６月26日から施行する。（昭和45.6.26改正）



○国立大学長懇談会開催について

（鵬慰獣定）

国立大学協会総会開催の際文部省関係官を交えて次の日程Iこより国立大学長懇談会を開

催する。

0）開催の時期

ａ）総会と同一の時期に学長会議が催されないときに開催すること。

ｂ）総会を２日目の午前中に閉会し，午後を国立大学長懇談会にあてること。

②国立大学長懇談会開催の際の各委員会

総会を２日間開催する場合は，第２日目の午前中各委員会を開催し，午後総会を再開

するが，国立大学長懇談会開催の場合は，総会期間中は委員会を開催しないこととし，

委員会は総会前日以前に開催すること。

○理事及び監事総会互選要領

（騨閻鰄決）
改正昭和40.6.22第34回総会

〃４１．６．２２第37回総会
〃４２．６．２６第39回総会
〃４３．６．２５第４１回総会

理事21人（会則第15条）及び磯ﾕ!『２人（会則第30条）の総会互選については，次の方法

による。

１）理事は，別表の地区別定員により，各地区毎にその候補者を互選し，これを総会に諮

って決定する。

２）監事の互選は，理事及び各常|徴委員会の委員長の互選をまってこれを行なう。

３）監事は，理事及び各常置委員会の委員長以外の大学の代表者のうちから，理事会がそ

の候補者を選考し，これを総会に諮って決定する。

（別表）

理事地区別定員表

理事定員所属大学地区別

誓麹騨熟瀧鰄臘鰭鵡零鳥北見｜,
北海道，

東北地区

茨城，宇都宮，群馬，埼玉，千葉，東京，東京医歯，東京外

語，東京学芸，東京艇工，東京芸術，東京教育，東京工業，

関東，甲

信越地区

６
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東京商船，東京水産，お茶の水汀電気通信，一橋，横浜国立，

新潟，山梨，信州

中…|室１１=罫彌鵜鹸蝋聯'１mL名古鬮愛知教育，名古屋｜,

…|熟熟,,蕊鱒鱒崇鱗繍…’。

閲鬮､直ｌ鳥噸鱈樫liiiI'…,'''口,繍鳥矯川愛鶴祷知 ３

九州'地区|露電繩戯1M僕工PMI工鑪繼…崎臘議｜‘

○国立大学の代表者である常置委員会の

委員の総会選出要領

（鰹閻懲騎決）
改正昭和40.6.24第34回総会

〃４１．６．２２第37回総会

'４２．６．２６第39回総会

〃４３．６．２５第４１回総会

1．国立大学の代表看ば，何れか－の術魁委貝会の委員になるものとする。ただし特定の

事項を審議するため当該z1頭を担当する常魁委員会の要求がある場合は,常務理事会の

識を経て臨時に他の常置委員会の委員をその委貝とすることができる。

会長:満よび副会長は，常置委員会の委員にはならない６

２．国立大学の代表者である常侭委員会の委員の選出は，理噸会において各常置委員会の

定数により委員候補者を選考し，これを総会に諮って決定する。－

３．前須により，理事会において各常磯委員会の委員候補者を選考するにあたってはＪ各

国立大学の代表者の希望をきくほか，それぞれの専門，所属大学の種別，地区等を考慮

してこれを行なう。

４．名常置委員会の国立大学の代表者である委員の定数は，次のとおりとする。ただし，

第１項ただし書の場合はこの定数を超えることができる。’

各常置委員会委員定数表

常置委員会）委|輿定数

第１１１

－８－



巍
巍
課
譲
隷
巍
計

ｕ
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
ね

了解事項

1．会長，副会長は随時何れの委員会にも出席することができる。

2.名常置委員会の委員は，希望により所属以外の常置委員会に，その委員長の諒解を得

て出席することができる。

○国立大学協会会則第22条第２項第２号の

委員選任要領‘

(騨醗欝決）

理事会において行なう，国立大学の教員である常憧委員会の委員（以下｢委員｣という｡）
の選任については，次の方法による。

1．理事会lこおいて，委員の候補者を選考するにあたっては，各常置委員会の担当本項及

び大学の種別等を考慮するとともに特定の地区にかたよらないように留意して，これを
行なう。

2．同一の大学の代表者及び教員は，同一の常置委員会の委員としない。

3．理事会は，前２項により委員の候補者を選考したときは，所属大学長及び当該候補者
の了承を得て，これを選任する。

○国立大学薑協会会則第22条第２項第２号の

委員２名を３名とすることについて

（蕊箇慰灘定）

各常置委員会において必要ある場合は，会則第22条第２頂第２号の委員を３名慨くこと

ができる。ただし，次期改選期までの間は，地区割当等については考慮しない｡（ただし

密は，昭和46年６月総会までとする｡）
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○特別委員会の委員補充に関する選任手続について

(M鰹鱸）

特別委員会の委員は，会則第23条第２項の規定により，理JIF会が選任することになって

おり，従って，学長の交迭等により，特別委員会の委員に欠員を生じた場合は,次期理事

会まで補充不可能のため，特別委員会の運営上支障を来たす例が少なくないので，今後特

別委員会の委員に欠員を生じ，かつ，緊急に補充を必要とする場合は，予め，当該特別委

員会をして補充させ，次期理事会でこれを追認する手続をとることとする。

○国立大学協会会費の基準

（騒醗溺決）
改正昭和44.6.24第43回総会

昭和45.6.26第46回総会

国立大学協会における各大学の会費は，次の各号に定める額の合計額とする。

1．会費基本額１大学当り40,000円

2．学部数による負担額１学部当り40,000円

3．決算額による負担額前々年度における当該大学の項）国立学校目）校費および

光熱水料決算額の0.03％。ただし，当分の間これにより算出した各大学の負担額が，

前年度に比し50％を超える場合は，これを50％にとどめる。

附則

この改正は，昭和45年４月１日より適用する。
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○国立大学協議の会費の基準が前年度と同一の

場合における翌年度の会費承認方について

東大経主第60号

昭和45年４月27日

国立大学協会々長殿

東京大学総長加藤一郎

標記のことについては，従来昭和41年６月２日付学会第146号東京大学長宛文部省大臣

官房会計課長通知「国立大学協会の会費の支出について」（別紙参照）により処理してき

童したが，この度この点に関する今後の取扱い方について文部省大臣官房会計課と打合わ

せの結果，上記の通知「なお書」以下は，現在なお有効であり，今後ともこの趣旨により

処理されたいとのことでありました。

ついては，念のため別記のとおり本学より各大学および国立大学協会に連絡することに

なりましたので，ここにご通知いたします。

（別記）

1・国立大学協会の翌年度の「会費の基準」が前年度と同一の場合は，同協会より東京大

学長を通じて文部省大臣官房会計課長に，翌年度開始の20日前までにあらかじめ下記の

書類を提出すること。

2．翌年度当初までに，文部省大臣官房会計課長より同協会会費支出についてとくに指示

がなかったときは，承認のあったものとして処理して差支えないこと。

記

（１）翌年度の会費額調書

（２）翌年度の歳入歳出予算書（または案）

（３）当該年度の決算見込書

③会餐の基準

（別紙）

国立大学協会の会費の支出について

学会等１４６号

昭和41年６月２日

東京大学長殿

文部省大臣官房会計課長

岩間英太郎

昭和41年５月18日付け東大経主第114号で申し越しがあった国立大学協会会費の支出に

ついては，昭和41年度分について異存ありません。
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なお，昭和42年度分以降については，各年度開始の20日前までにあらかじめ下記の書類
をご提出願います。

おって昭和42年度分以降については，各年度当初までに標記のことについての取扱いに

ついて指示がなかった場合は，承認があったものとして支出して差し支えありません。
記

（１）翌年度の会費額調書

（２）翌年度の歳入歳出予算書（又は案）

③当該年度の決算見込書

（４）会費の基準

○学長以外の委員の会議出席旅費女給基準

（騨箇鰹）

学長以外の委員の会議等出席旅費は，次の区分により支給する。

１．次項２の在京大学および東京近接大学以外の委員には，鉄道賃（グリーン車・特急券

又は急行券）のほか，日当宿泊料（教育職２等８号以上は行政職２等の額，２等７号以
下はそれぞれ定額）を支給する。事務系職員の委員は，これに準ずる。

2．在京大学および東京近接大学（埼玉，千葉，横浜）の委員には，会議１日につき車賃

として1,000円を支給する。ただし，会議が東京以外の場合は，前項１に準じ旅費を支
給する。

第２節諸規程

○国立大学協会事務局組織規程

（目的）

第１条この規程は，国立大学協会事務局（以下「事務局」という｡）の組織とこれに伴

う職制を定めることを目的とする。

（組織）

第２条事務局に次の３部を置く。

（１）総務

②会議
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（３）計理

（総務）

第３条総務担当の部lこおいては，次の事務をつかさどる。

（１）事務局各部の事務の総合調整に関すること

（２）大学相互の協力援助および連絡調整に関すること

③教育および学術諸団体との連絡協調その他渉外に関すること

⑨大学に関する内外資料の調査および統計に関すること

（５）会議・行事・会合等の企画調整および連絡に関すること

（６）会報の編集および発行に関すること

（７）刊行図書の企画，編集および発行に関すること

（８）役員および委員に関すること

（９）会則その他諸規程の制定改廃に関すること

⑪広報に関すること

⑪会印および職印に関すること

⑫職員の任免，給与その他人噸に関すること

⑬職員の勤務および出張に関すること

⑭図書原簿および図書・刊行物の整理保管に関すること

⑮所属文書の編綴および整理保存に関すること

⑯その他他の部に属しない事務に関すること

（会議）

第４条会議担当の部においては，次の珈務をつかさどる。

（１）会議に関する調査研究資料の収集整理に関すること

（２）会議資料の作成および印刷に関すること

（３）会議案の作案に関すること

（４）要望書，意見書等の作案および処理に関すること

（５）会議の議事記録に関すること

（６）特別会計制度協議会の会議に関すること

（７）会議・行事・会合の会場準lMiZl1F務に関すること

（８）会議に関する議事録および資料の縞綴整理および保管に関すること

（９）新聞，雑誌の整理および抜粋に関すること

⑩タイプ浄書および複写に関すること

⑪文書の収発および回議に関すること

⑫所属文書の編綴および整理保存に関すること

⑬その他会議に関すること

（計理）

第５条計理担当の部においては，次の本務をつかさどる。

（１）予算および決算に関すること
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②収入および支出に関すること

③会計に関する契約に関すること

③現金および有価証券の出納保管に関すること

（５）会費鰭よび刊行物代金等の徴収に関すること

（６）物品の調達および出納保管iこ関すること

（７）郵券および車券の受払に関すること

（８）光熱水料および電信電話料金等に関すること

⑨建物，工作物の維持管理および役務に関すること

〈、給与その他人件費の経理および給与簿の管理に関すること

⑪職員の保健および福利厚生に関すること

⑫職員の厚生年金および健康保険に関すること．

⑬会議・行事・会合の会場Illf上げおよび設営に関すること

⑭建物内の警備・清掃および自動車の配車に関すること

⑬会計成震の帳簿の記帳に関すること

⑯所管文書の編綴および整理保存に関すること

⑰その他会計経理に関すること

（職濡Ｉ）

第６条事務局に，事務局長，主事および事務職員をおく。

２会務処理のため特に必要があるときは，非常勤職員として幹事および嘱託をおくこと

ができる。

（事務局長）

第７条事務局長は，会長の命を受けて，局務を総括する６

（主事）

第８条主事は，会長および歌務局長の指揮を受け，主則『のうち１人は，局務全般につい

て珈務局長を補佐するほか総務を担当し，その他の主珈は，それぞれ会議および計理を

担当する。

２総務担当の主事は，事務局長に事故があるときは，その職務を代行する。

（甑務職員）

第９条第６条第１項の事務職員は，それぞれ上司の命を受けて，所属の事務に従zＩＦする。

２幹刻１Fは，国立大学協会のZlv務運営に関し大学相互間における連絡調整の業務を担当し，

各地区の国立大学事務局長によって互選された地区代表者に会長が委嘱する。

３嘱託は，会長より委堀を受けた業務に従事する。

ＧＩ下務の協力）

第10条事務局の職員は，刻『務の繁閑に応じ必要ある場合は，所属外の事務に従ヨル，相

互に協力しなければならない。

附則

この規程催，昭和42年11月１日から施行する。
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○国立大学協会処務規程

第１章総則

（目的）

第１条この規程は，国立大学協会（以下「本会」という｡）の処務について定めること
を目的とするｅ

第２軍事案の処理

（文醤処理）

第２条すぺて事実は，文書により処理しなければならない。

（会長の決裁事案）

第３条会長の決裁を要する事案は，次のとおりとする。

（１）本会の運営に関する重要方針に関すること

②総会，理事会その他諸会議に関すること

（３）会則および諸規程に関すること

⑨予算および決算に関すること

（５）委員等の委嘱，解嘱および謝礼に関すること

（６）事務局職員の任免および給与に関すること

（７）要望書，意見書および発表に関すること

（８）特に重要な率項の照会，回答，報告および通知に関すること

（９）予算の流用に関すること

⑪５０万円を超える支出に関すること

⑪その他特に重要な事項に関すること

（事務局長の専決事項）

第４条事務局長の専決できる事案は，次のとおりとする。

（１）事務局職員の事務分掌，出張，休暇その他勤務に関すること

②常務に関する照会，回答，報告および通知に関すること

③会議の記録に関すること

（４）収入および支出（50万円を超える支出を除く）に関すること

（５）その他恒常的な事項に関すること

（会議の議決を要する事案）

第５条前２条の決裁聯案または専決事案のうち，本会の会則その他の諸規程により常務

理事会，理事会または総会の議決を要するものは，その決議を経て事案を処理執行しな
ければならない。

（供閲）
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第６条文書，刊行物および資料等のうち，特に上司の供閲を必要とするもの;二ついては，
その旨を表示しこれを回付しなければならない。

第３章文書の起案および処理

（文識の起案）

第７条文識の起案は，特に定めるもののほか，次の各号に定める原議用紙を使用するも
のとする。

（１）一般事案用原議用紙（別紙第１号様式）

（２）原議用補助用紙（別紙第２号様式）

③出張に関する原識用紙（別紙第３号様式）

（起案文書）

第８条起案文書は，原則として１案件について１文書とし，関係資料をこれに添付しな
ければならない。

２起案文脅は，すべて横書き左とじとし，文体は口語体を使用するものとする。

３起案文書は，起案者の責任において，上司の決裁を受けこれを処理しなければならな
い。

（秘扱い文書）

第，条秘扱いの文謝は,当該文轡にその旨を表示し,その取扱いに注意しなければなら
ない。

（至急文書）

第１o条至急文書は，当該文書にその旨を表示し，左上辺に赤紙を付して汀他の文脅に優
先して処理しなければならない。

（文謹記号および文聾番号）

第11条文書には，国大協総（菫たは識・計）の文Ｆ１}記号および文書番号を付するものと
する。

２文識番号は，文齊記号別とし，年度毎に一賀番号により整理するものとする。
（文諜処理簿）

第12条起案文書，受偏文書および発信文謹等を処理するため別紙第４号様式の文書処理

簿を備え，文書処理の経過その他を明確に記入しなければならない．
（起案文謹の処理）

第13条起案文書は，すべて文書係に回付し，当該文醤に文書記号および文書番号を付す

るととも淀，文書処理簿に必要事頂を記入して,･その回議先等を明らかにしなければな
らない。

（完結文醤の処理）

第14条完結した文書は，すべて文懇係に回付し，完結事項を文悲処理簿に記入の上これ
を保管するものとする。

（文書の保存期限）

－１６－



第15条完結文書の保存期限は，法規等により特に定めのあるものはその年限により，そ

の他のものは，その内容および性質により別にこれを定める。

第４章文謝の収受および発送・

（一般文書の収受）

第16条一般文書を収受したときは，文書係において開封し，当該文書に受付印を押捺し，

受tr年月日，文書記号および文書番号を付するとともに，文謹処理簿に必要斯項を記入

し，受領印を受けて担当者にこれを配付するものとする。

（謝留，親展文書等の収受）

第17条撫留または親展の文書等を収受したときは，文書係において未開封のまま封筒に

受付印を押捺し，受付年月日を付するとともに，書留・親展処理簿に必要事項を記入し，

受領印を受けて担当者または名宛人にこれを配付するものとする。

２個人あての文書を収受したときは，前項に準じて処理するものとする。

３前２項の配付文書が，担当者または名宛人において開封の結果本会の文書である場合

は，これを文書係に回付し，前条の規定により処理しなければならない。

（金券等の収受）

第18条収受した文謝に金券（現金・小切手の類）が添付されている場合は，金券授受簿

に必要事項を記入し，受領印を受けて担当者または名宛人にこれを配付するものとする。

２前項の文書が，本会の文書である場合は，第16条の規定によりこれを処理しなければ

ならない。

（文謝の発送）

第11条文書の発送は，文書係または事案の性質により起案者の責任において行なうもの

とする。

２文轡の発送にあたっては，文書係において文書記号および文書番号を⑬付し，文懇処理

鰍に必要事項を記入PTi-るものとする。

第５章会印籍よび職印

（会印および職印の型式）

第20条会印および職印の名称，書体および寸法等の型式は，別にこれを定める。

（会印および職印の管理）

第21条会印および職印は，総務担当主覗がこれを管理する。

第６章補則

（委任）

第22条この規程に定めるものの臆か，本会の処務に関し必要なZ１７項は事務局長がこれを

定める。
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附則

この規程は，昭和42年11月１日から施行する。．

この規程施行の際現に使用する帳簿および用紙については，昭和42年度末またほこ

１
２

れを使消するまで使用することができる。
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(別紙第１号様式）

国立大学協会

’芸'坐=｡'詩
発
送 月日国大協第

完
結 月日昭和

局長ｌ総務主事｜会議主事｜計理主事Ｉ掛｜起案者会長

案

年月日

備考用紙寸法は日本標準規格B列５判とする。
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(別紙第２号様式補助用紙）

●●●■. ●

● ●●

備考用紙寸法は日本標準規格Ｂ列５判とする。

－２０－

国立大学協会



(別紙第３号様式）

張伺出

野Ｉ玲髻詞

発令
下記のとおりしてよろしいか伺います

依頼

出張期間職名｜氏 名

年月日より年月日まで日間

年月日より年月日まで日間

ヨ円

旅費算定内訳

伽考
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(別紙第４号様式文謹処理簿）

’
受信年月ロ 受 信 者 起案月日|起案者|(綴）

記番号｜発信年月日 発 信 者
回議

備考
件 宿

ｉＥ：'１=Ｉ

酌
⑬

念三二三L~＝＝'４W、
蝿考用紙寸法は日本標準規格B列５判とする。



○国立大学協会職員服務規程

（目的）

第１条この規程は，国立大学協会事務局職員（以下「職員」という｡）の服務について

定めることを目的とする。

（勤務時間）

第２条職員の勤務時間は，月曜日から金曜日までは午前８時30分から午後５時までとし，

この間に30分の休憩時間をおき，土曜日は午前８時30分から午後零時30分までとする。

（休日）

第３条休日は，次のとおりとする。

日曜日

国民の祝・祭日

１２月29日から同月31日までの日，１月２日および同月３日

（時間外勤務）

第４条事務局長は，事務の都合により第２条の勤務時間を超えまたは第３条の休日に勤

務を命ずることができる。

２前項の規定による時間外勤務の命令は，別に定める時間外勤務命令簿による。

（年次休暇）

第５条職員は，事務の繁閑を計り，あらかじめ事務局長の承認を得て毎年20日以内の年

次休暇を受けることができる。年次休暇は，有給とする。

２年次休暇は，１日または半日もしくは１時間を単位とし，１時間を単位として与えら

れた年次休暇は８時間をもって１日とする。

３年の中途において新たに採用された職員のその年における年次休暇の日数は，第１項

の日数を採用後の月数（１月未満切り上げ｡）で按分した日数とする。

（特別休暇）

第６条職員は，事務局長の承認を得て別表の特別休暇を受けることができる。特別休暇

は有給とする。

（遅刻，早退，欠勤）

第７条職員は,遅刻,早退または欠勤をする場合は，上司の承認を受けなければならない。

２遅刻および早退等による欠勤時間は，８時間をもって１日の年次休暇または欠勤に換

算する。

（遅刻，早退，欠勤の特例）

第８条遅刻，早退または欠勤の事由が次の各号の１に該当する場合は，その職員の願い

出によりこれを出勤とみなす。

（１）選挙権その他公民としての権利を行使するとき
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②交通事故等により交通が遮断され出勤が遅れまたは不能となったとき

（３）その他特別の事由があると認めたとき

（休暇その他の願い出）

第９条職員は,-前各条の規定により，年次休暇または特別休暇を受けようとするとき，

もしくは遅刻，早退または欠勤をしようとするときは，別紙様式による休暇願を提出し

なければならない。

２病気による欠勤が長期にわたるときは，病名および休養見込期間を記載した医師の診

断書を前項の休暇願に添付しなければならない。

（職員の提出書類）

第10条職員は，履歴書，戸籍抄本，住民票謄本および身元引受保証書を提出しなければ

ならない。その内容に異同のあったときもまた同様とする。

（体職）

第11条職員が，次の各号の１に該当する場合はこれを休職とすることができる。

（１）傷害または疾病により３月以上欠勤した場合

（２）刑事事件に関し起訴された場合

（３）本人よりの休職願い出を適当と認めた場合

２休職の期間はその都度これを定め，勤続年数への算入については，休職期間の２分の１

の期間とする。

（退職）

第12条職員が自己の都合により退職しようとするときは，３０日前に退職願を提出し，会長

の承認を受けなければならない。

（解職）

第13条職員が次の各号の１に該当するときは，解職することができる。

（１）精神障害のため職務に堪えられないと認めたとき

②休職期間満了後なお就業できないと認めたとき

③刑事事件に関連し有罪判決が確定しとき

（４）不正の行為があり政'陵の見込蕊がないと認めたとき

２前項第１号または第２号により職員を解職しようとするときは，３０日前にこれを予告

しなければならない。

（保健）

第14条毎年定期または必要に応じ職員の健康診断を行なう。

２前項の健康診断の結果必要がある場合は，職員の健康保持について適当の措置を識ず

るものとする。

（辞今）

第15条職員の任免，昇格，給与，異動等は，辞令の交付によりこれを行なう。

附則

この規程は，昭和42年11月１日から施行する。
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(別表）

こ『衷沃〕丙Ｌ可PlXJ廷Hir写

譽るしい発熱等の鳩舎

鱗鰯離蝿繍驚輔職同の」R・鰯

繍負の配偶者の分莎

HT･子HIMA菖のfjz掴

言の同THI禺若．′Y､ｇＬ二子@

1醐負の孫，伯叔父周!なら〔
丑。兄弟姉妹．伯叔父母０

(侃椿）上記の場合旅行を必要とするときばが往復の所要日数を加算することができる。
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(別紙様式）

休暇願

昭和年月日

殿

氏名 ⑳

下記による休暇をご承認願います。

日
關
分昭和年月日時から時まで

休暇の

日及び

時間数

１

F１

鰯|…艫｡…｡繩'繩｡鱸総纒
２

休暇の

理由

３

○家事の都合による○病気のため○生理休暇○

昭和年月日

承認する。
として

取扱う。
上記の願出でについては

出勤簿登載
年月日

(会長）ｌ事務局長｜総務主事｜担当主事｜係負

年月日

出勤簿取扱者ｌ備考
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○国立大学協会会計規程

第１章総則

（趣旨）

第１条国立大学協会（以下「本会」という｡）の会計については，会則その他別に定め

るもののほか，この規程の定めるところによる。

（総計予算）

第２条本会の会計は，－会計年度間における一切の収入を歳入とし，一切の支出を歳出

とし，歳入および歳出は，すべてこれを予算に計上しなければならない。

（会計事務担当者の責任）

第３条本会の会計事務を担当する者は，この規程に準拠し，善良な管理者の注意をもっ

て職務を遂行しなければならない。

第２章予算および決算

（科目）

第４条本会の会計は，別に定める予算科目により経理するものとする。

（予算案の作成）

第５条本会の事務局（以下「事務局」という｡）は，翌年度予算案を年度開始前３０日ま

でに作成し，理事会および総会の識に付さなければならない。

（追加又は更正予算）

第６条事務局は，予算決定後生じた事由にもとづき，予算を追加し，または更正する必

要があるときは，当該予算案を作成し，理事会および総会の識に付さなければならない。

（予猟の執行）

第７条歳出予算の執行にあたっては，予算の範囲内において執行するとともに，予算に

定められた目的外に使用してはならない。

（予算の流用）

第８条歳出予算の執行上必要ある場合は，会長の決裁を経て，各科目間において彼此流

用することができる。

（予算の繰越）

第９桑歳出予算のうち，避け難い事故のため年度内に執行できなかったものについては，

第５条の予算案とともに理事会および総会の識を経て，これを翌年度に繰り越して使用

することができる。

第３章経理
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（現金出納責任者）

第'0条本会に属する現金の出納保管は，計理担当主事が掌る。

２本会に属する有価証券は，現金に準じて取り扱うものとする。

（収入手続）

第'1条収入は，すべて入金に関する証懸翻類にもとづいて，別紙第１号様式による入金

伝票を作成し，刻下務局長の決裁を受けなければならない。

（会費等の徴収）

第'2条会費は，総会の定める基準により煉定し，理事会の承認を得た額を各大学より徴

収するものとする。

（収入金の預入）

第'3条現金出納責任者において，現金を領収したときは，現金領収の日またはその翌日

銀行に預入しなければならない。

（契約）

第14条契約は，随意契約Ⅲ指名競争契約および一般競争契約とし，契約金額多額の場合

または特別の事由ある場合は，指名競争契約または一般競争契約により，その他の場合

は随意契約によるものとする。

２随意契約による場合は，特別に必要あるもののほか，契約謝の作成を省略することが

できる。

（支出負担何）

第'5条物品の購入その他の契約等により支出義務を負担するときは，見積書等の関係書

類を添付した別紙第４号様式の支出負担伺により事務局長の決裁を受けなければならな

い。ただし，少額のものについては，見積脅等をもって支出負担伺に代えることができ

る。

（支払手続）

第16条支払は，すべて前条の支出負担伺その他の証懸書にもとづき別紙第２号様式によ

る出金伝票を作成し，本務局長の決裁を受けなければならない。

（現金の保管）

第'7条本会の現金は．すべて確実な銀行に領入しなければならない。ただし，基本財産

に属する現金は，理調会の議決によって，確実な有価証券を購入し，あるいば，定額郵

便貯金または確実な銀行の定期預金もしくは信託預金に預入しなければならない。

（預金婚よび有価証券の名鑑）

第18条預金および有価証券の名義は会長とする。

（預金口座等の振替）

第'9条現金の預入または払戻し，もしくは預金口座の変更をしようとするときは，別紙

第３号様式による振替伝票に関係書類を添え事務局長の決裁を受けなければならない。

（一時借入金）

第20条本会の運営上必要がある場合は，理ZIP会の承認を経て，一時借入金をもって差し
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繰り使用することができる。この場合は，次期総会にその旨を報告しなければならない。

（資金前渡）

第２１条常用の雑費を支払うため，必要がある場合は，珈務局長の命ずる前渡資金出納員

に，資金を前渡することができる。

２前渡資金は，前渡資金出納員の請求により科目別所要見込額を交付する。

３前渡資金の受入および支払については，第11条および第１6条の規定を準用する。

４前渡資金出納員は，当該年度の決算決了前'こ支払計算轡を作成し，証懸書類を添えて
精算しなければならない。

（概算払い）

第22条，経費のうち，旅饗，宮公署に対し支払う経饗，保険料，その他概算をもって支払

いをしなければ事務に支障をおよぼす経費については，概算払いをすることができる。
（前金払い）

第23条経費のうち，渡し切り旅費，宮公署に対し支払う経費，運賃その他前金をもって

支払いをしなければ事務に支障をおよぼす経費については，前金払いをすることができ

る。

（決算書等の作成）

第24条事務局は，毎年度本会の歳入歳出決算評，貸借対照表，財産目録および事業報告

轡を翌年度５月20日までに作成し，理事会および総会の綴に付さなければならない。

第４章物品および図轡

（物品および図書の出納責任者）

第25条本会に属する物品の出納保管は，計理担当主事がつかさどり，図書の出納保管は
巍務局長の命ずる者がつかさどる。

２計理担当主事は，払い出した物品について，その使用状況を監督しなければならない。

（物品の範囲）

第26条本章にいう物品とは，IWi品および消耗品をいう。

２備品とは，その形状性質を変えることなく，比較的長期継続して使用保存することが
できる物品をいう。

３消耗品とは，一回の使用によって消耗され，または比較的短期間にその品質，形状を
変える物品をいう。

（物品および図書の出納保管）

第27条物品の出納保管は，計理担当の部において，図香の出納保管は，総務担当の部に

おいて行なう。

（現品の調査）

第28条物品および図齊の出納責任者は，毎年度一回以上保管する物品および図書につい

て，現品と帳簿を照合しなければならない。
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第５章引継

（引継）

第21条第10条の現金出納責任者または第２5条の物品出納責任者もしくは図薔出納責任者

が交替するときは，前任者は直ちに現金，預金，有価証券，物品または図謹を後任者に

引き継がなければならない。

（引継書）

第30条前条の引鮭は，引継書を作成し，事務局長立会いのもとに，現金，預金，有価証

券または現品と帳簿を照合して行なうものとする。

第６章検査および弁償

（検査）

第31条本会の会計検査は，総務担当主調がこれにあたり，必要がある場合は，補助者と

して事務局長の命ずる者をもってこれにあてる。

２検査を実施した者は，帳簿その他の謝類に確認の署名掠印をし，その情況を会長に報

告しなければならない。

（弁償）

第32条本会の職員は，故意または重大な過失により，本会に損害を与えたとき，または

現金，物品等を亡失し，もしくは段損したときは，その弁償の資に任じなければならな

い。

（弁償の減免）

第33条会長は，前条の規定による弁償について，その情状により総会の議決を経て，こ

れを減免することができる。

第７章帳簿

（1帳簿）

第34条本会の経理は，次に掲げる帳簿をMiえ，正確かつ明瞭に事実を登記しなければな

らない。

２主簿

（１）収入簿総括および科目毎の口座を設け，予算額，収入済額，収入済額累計，予算

差引額，入金伝票番号および摘要の棚を設け，入金伝票その他の証愚書により登記す

る。

（２）支出簿総括および科目毎に口座を設け，予算額，支出済額，支出済額累計，予算

残額，出金伝票番号および摘要の棚を設け，出金伝票その他の証懸書により登記する。

③現金出納簿現金出納責任者の出納保管にかかる現金の受払および残高を登記する。

（４）前渡資金出納簿総括および科目毎の口座を設け，前渡資金出納員の出納保管にか

かる現金の受払，残商，支払の内容，入金または出金伝票の番号を登記する。
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（５）有価証券管理簿現金出納責任者の受払保管にかかる有価証券の証券名称，枚数，

額面）回記号および番号ならびに受払を登記する。

（６）物品出納簿物品出納責任者の出納保管にかかる物品を用途別に分類し，整理番号

を附し，品目，数量，価格および出納を登記する。

（７）図書原簿図書出納責任者の出納保管にかかる図書の整理番号，書名，数量，価格

および出納を登記する。

３補助簿

ｑ）会費徴収簿徴収月日，徴収済の大学，徴収額，未徴収の大学および未徴収額を登

記する。

刊行物代金等の徴収については，会費徴収簿を準用する。

（２）銀行勘定簿銀行預金の預入，払戻および残高を明確に整理するため，総括および

銀行毎の口座を設け，預入，払展，残高および振替伝票番号を登記する。

⑥物品監守簿供用寮たは使用中の物品を品目毎にその所在および使用を明らかにし，

併せて在庫物品につき品目および数量を登記する。

借用物品については，その旨を附記して本会所属の物品に準じて本簿に登記するも

のとする。

③消耗品受払簿品目毎に口座を設け，その受払および残高を登記し，払出について

は受領者印を押捺するものとする。

⑤郵券受払簿郵券毎に口座を設け，その数量，受払，残高および払出の用途を登記

する。

（６）車券受払簿登記事項等については，郵券受払簿を準用する。

第８章補則

任）

この規程を実施するため必要な事項は，事務局長が定める。

（委

第35条

附則

1．この規程は，昭和42年11月１日から施行する。

2．第24条の貸借対照表および事業報告書は，当分の間これを省略することができる。

3．この規程施行の際現に使用する帳簿および伝票については，昭和42年度末またはこ

れを使消するまで使用することができる。
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別紙雛１号様式

(入）鋪 曙

入金伝 頚

○

|贄壜｜｜;’
記
帳

局
長

昭和年月日

摘 要予算科目 収入金極ロ

四
四

○

合 計

記帳 記帳頁 瓦

傭考１．
２．

用紙寸法は日本標準規格Ｂ列６判とする。

前渡i:ii金の場合は，「iii渡企」の印を押掠して使用するものとする。



別紙第２号様式

号(出）第

出金伝

西
誌

○

寧
騨

○

渦・図

用紙寸法は日本標準規格Ｂ列６判とする。
前渡資金の場合は，「前渡金」の印を押捺して使用するものとする。

備考１．
２．



別紙第３号様式

〔振）第 号

票振替伝

｜●．●「『一『一一割一一『「「「「「「●》｝一一一』一一一‐．．
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
Ⅱ
■
■
■
■
■
Ⅱ
■
■
Ⅱ
■
■ 壜｜壜｜|罰lii:’

○

昭和年月ロ

②
』

○

、備考用紙寸法は日本標準規格Ｂ列６判とする。



○○

別紙第４号様式

昭和年月ロ起案｜計第号昭和年度歳出

支出負担伺

(摘要）会議主事 (支出）総務主事事務局長

会興

金

起案者計理主事 係

但し哩
画

訳内

乳響鵲鶴鳳|灘|撲簔|､’勝
一

要｜企額｜償権者氏名科 ロ１１滴

号 号円

用紙寸法は日本標準規格Ｂ列５判とする。

俸給・旅費等の支出については，補助用紙を用いてこの伺書を使用するものとする。
備考１．

２．



○国立大学協会給与規程

第１章総則

（目的）

第１条この規程は，国立大学協会の職員の給与について定めることを目的とする。

（職員の定義）

第２条この規程にいう職員とは，事務局組織規程第６条に定めるものをいう。

（爽澱弁償）

第３条業務の実行に伴う実費の弁償は，給与艇含まないものとする。

第２章俸給

（特定俸給額）

第４条事務局長，主那その他特定の者の俸給額は会長がこれを定める。

（一般俸給額）

第５条事務局魁織規穆第６条第ユ項に定める職員のうち，前条以外の者の俸給額につい

ては，国家公務員の行政職俸給表(1)および調整手当の規定を準用する。

２前頂の俸給表おエび調整手当の額が改定されたときは，国家公務員の例に準じ俸給等

の切替を行なうものとする。

（昇給および増俸）

第６条職員が12か月勤続し，その成織が良好なときは，その直次の期日の１月，日，４

月１日，７月１日またば10月１日にそれぞれの等級において１号俸の定期昇給をするこ

とができる。

２第４条の規定により俸給を受ける者の期俸については，会長が別にこれを定める。

３特別の事由がある場合は，前谷項の規定にかかわらず特別に昇給雷たは増俸をするこ

とができる。

４休職期間中の看ば，特別の事由があるもののほかは，昇給または増俸をしない。

第３章諸手当

（扶獲手当）

第７条扶養手当は，扶謹親族のある職員に支給する。

２前項の扶養親族は，次に掲げる者で他に生計の途がなく，主として職員の扶瀧を受け

ている者をいう。

（１）配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にあるものを含む｡）

②満18才未満の子および孫
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③満60才以上の父母および祖父母

③満18才未満の弟妹

（５）不具廃疾者

３扶養手当の月額は，前項第１号の扶養親族については1,000円とし，その他の扶養親
族については１人につき６００円とする。

４扶養手当は，職員の届出にもとづき届出の翌月より支給する。扶養親族に異動のあっ

たときもまた同様とする。ただし，新たに職員となった者に対しては，その職員となっ

た日が月の15日以前の場合に限りその月から支給する。

（職務手当）

第８条事務局長および主事の職にある者には，職務手当を支給することができる。この

場合時間外手当は支給しない。

２職務手当の額は，会長が別に定める。

（時間外手当）

第９条職員服務規程第４条の規定により，正規の勤務時間をこえて勤務することを命ぜ

られた職員には，正規の勤務時間をこえて勤務した時間に対して時間外手当を.支給する。

２時間外手当の１時間当たりの給与基本額は，俸給の月額に12を乗じ，その額を１週間

の勤務時間に52を乗じたもので除した額とする。

３時間外手当は，超過勤務手当，深夜勤務手当および休日勤務手当の３種とし，支給額

の算出については，次の各号による。

（１）超過勤務手当は，勤務１時間につき，前項に規定する１時間当たりの給与基本額の

100分の125

（２）深夜勤務手当は，その勤務が午後10時から翌日の午前５時までの間である場合に，

勤務１時間につき，前項に規定する１時間当たりの給与基本額の100分の150

③休日勤務手当の支給額については，前各号の規定を準用する。

（通勤手当）

第10条通勤手当は，次に掲げる職員に支給する。

（１）通勤のため交通機関を利用し，かつ，その運賃を負担することを常例とする職員

（２）２粁以上の距離から徒歩または自転車その他で通勤することを常例とする職員

２前項第１号に掲げる職員に支給する通勤手当は，その者の通勤に要する運賃の実費と

する。この場合運賃の実費は，運賃，時間，距離等の事傭に照らし股も経済的かつ合理

的と認められる通常の通勤の経路および方法による所定の額とする。

３第１項第２号に掲げる職員に支給する通勤手当の額は，月額500円とする。

４休暇，欠勤その他の事由により１月以上通勤しないときは，その期間の通勤手当はこ

れを支給しない。ただし，既に支給した通勤手当はこの限りではない。

（期末手当）

第11条期末手当は，６月１日，１２月１日および３月１日（以下これらの日を「基準日」

という｡）にそれぞれ在職する職員に支給する。
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２期末手当は，前項の基準日に応じて国家公務員に支給される日に支給する。

３期末手当の額は，それぞれの基準日現在において職員が受けるべき俸給，調整手当お

よび扶養手当の月額の合計額に，国家公務員に対して各基準日に応じて支給される期末

手当および勤勉手当の割合を合計した割合をそれぞれ乗じた額とする。ただし，職員の

勤務状態その他を考慮し，その額を１割の範囲内において増減することができる。

４職員の在職期間が，６月未満の場合は，前項の額に次の各号に掲げる割合を乗じて得

た額を期末手当の額とする。

（１）在職期間が６月未満３月以上の場合は100分の６０

（２）在職期間が３月未満の場合は100分の３０

（幹事・嘱託の手当）

第12条幹事および嘱託に対しては手当を支給することができる。この場合手当の額は，

その者の職務，経歴，能力等により会長が定める□

第４章俸給等の支給

（俸給等の支給定日）

第13条俸給その他の給与は，特に定めるものを除くほか毎月17日に支給する。ただし，

その日が休日に当るときは，その前日を支給定日とする。

（休職者給与の支給）

第14条職員が職務上の傷害または疾病により，職員服務規程第11条第１項第１号の事由

に該当し休職にされたときは，その休職期間中俸給，調整手当，扶養手当および期末手

当の全額を支給する。

２職員が結核性疾患にかかり，職員服務規程第11条第１項第１号の事由に該当し休職に

されたときは，その休職の期間が満２年に達するまでは，俸給，調整手当，扶養手当お

よび期末手当のそれぞれ100分の80を支給することができる。

３職員が前２項以外の傷害または疾病により，職員服務規程第11条第１項第１号の事由

に該当し休職にされたときは，その休職の期間が満１年に達するまでは，俸給，調整手

当扶養手当，および期末手当のそれぞれ100分の80を支給することができる。

４職員が職員服務規程第11条第１項第２号の事由に該当し休職にされたときは，その休

職の期間中俸給，調整手当および扶養手当のそれぞれ100分の60以内を支給することが

できる。

５職員が職員服務規程第11条第１項第３号の事由に該当し休職になったときは，その休

職の期間中俸給その他の給与は支給しない。ただし，特別の事由がある場合は，その休

職期間が満１年に達するまでは，俸給および調整手当の100分の50以内を支給すること

ができる。

（新任・退職・昇給の場合の俸給等の支給）

第15条俸給，調整手当および職務手当は，新任または昇給の場合は，辞令の日から，退

職の場合は，辞令の日まで日割計算により支給する。ただし，次の各号の１に該当する
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者には，その月額の全額を支給する。

(1)在職中死亡した者

②職務上の傷害または疾病により退職した者

③その他会長において支給することを適当と認めた者

第５章退職手当

（退職手当支給の対象）

第16条退職手当は，事務局組織規程第６条第１項に定める職員が退職した場合に，その

者に支給する。ただし，死亡による退職の場合は，その遺族に支給する。
２前項の遺族の範囲および順位については，国家公務員等退職手当法の規定を準用する。

（退職手当の額）

第17条退職手当の額は，退職の日におけるその者の俸給月額に，その者の勤続期間を次

の各号に区分して，当該各号に掲げる割合を乗じて得た額の合計額とする。ただし，そ

の者の在職中の勤務成繍および退職事由を勘案し，会長においてその額を増額し，また

は減額することができる。

（１）５年以下の期間については，１年につき100分の100

（２）６年以上10年以下の期間については，１年につき100分の120

（３）１１年以上15年以下の期間については，１年につき100分の140

（４）１６年以上20年以下の期間については，１年につき100分の170

（５）２０年を超える期間については，１年につき100分の200

（勤続期間の計算）

第18条退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算は，職員としての引続いた在職期間
による。

２前項の規定による在職期間の計算は，職員となった日の属する月から退職した日の属
する月までの月数による。

３前項の規定により計算した在職期間の端数が６か月未満のときはこれを２分の１年と
し，６か月以上のときはこれを１年として計算する。

第６童補則

（賄科）

第11条職員が，総会に際し諸会議輻湊のため連日にわたり繁忙過度の勤務に服した場合
は，そのときの実情により賄料を支給することができる。

（被服の貸与）

第20条職員に対し必要と認めるときは，それぞれの用務に応じ被服を貸与することがで
きる。

２前項の貸与については，事務局長が決定する。
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附則

この規程は，昭和42年11月１日から施行する。

この規程施行の際，現に職員として在職する者の退職手当については，この規程施行

以前における勤続期間を第'8条の勤続期間として通算するものとする。

○国立大学協会旅費規程

第１章総則

（趣旨）

第１条国立大学協会（以下「本会」という｡）の用務のため旅行する場合に支給する旅

費については，国家公務員の例に準じ文部省所管旅賀規則その他の規定（以下「公務員

旅費規則」という｡）を準用するほか，この規程の定めるところによる。

（旅費の種類）

第２条旅費の種類は，鉄道賃，船賃弘航空賃，車賃，日当，宿泊料および食卓料とする。

（役員，委員の旅費）

第３条本会の役員および委員に旅費を支給する場合は，次の各号の定めるところによる。

（１）役員については，行政職１等級の旅費

②委員については，行政職３等級の旅費

（職員の旅費）

第４条事務局組織規程第６条に規定する職員（以下「職員」という｡）に支給する旅費

は，次の各号の定めるところによる。

０）事務局長および主事については，行政職の１等級ないし３等級の間で会長の定める

旅費

②給与規程第４条の規定により特定の俸給を受ける職員，幹事および嘱託については，

その者の職務，経歴等により事務局長の定める旅費

（３）前各号に定める以外の職員については，その者の俸給が行政職俸給表(1)の号俸に対

応する等級の旅費

第２章内国旅行の旅費

（鉄道賃の特例）

第５条用務の都合により特に超特急，寝台または座席指定を利用する場合は，所定の鉄

道賃のほかこれに必要な料金を支給することができる。

（航空賃の特例）

第６条緊急の用務のため特に航空機による旅行を必要と認めた場合は，これに必要な科
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金を支給することができる。

（車賃）

第７条用務上必要により自動車を乗用した場合は，現に要した実費額を支給する。

（日当，宿泊料）

第８条日当は，旅行日数に応じ，宿泊料は旅行中の宿泊日数に応じ定額を支給し，その

定額は会長が別に定める。

２船または航空機による旅行もしくは寝台車を利用した場合は，宿泊料を支給しない。

第３章外国旅行の旅費

（外国旅費の特例）

第，条用務の都合により鉄道賃，船賃，航空賃につき所定の等級等の変更のため特別の

迎賃を必要とする場合は，現に支払うべき額を支給する。

２Zに賃については，第７条の規定を準用する。

第４章旅費の調整その他

（旅費の調整）

第10条会長ほ，旅行の性質，地方の実Ii1iまたは予算の都合等特別の事由がある場合は，

この規程に定める旅饗を減額または瀬額して支給することができる。

（委任）

第11条この規程に定めるもののほか，この規程の実施に関し必要な事項は事務局長が定

める。

附則

この規程ば，昭和42年11月１日から施行する。
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第３節参考

○国立大学協会会則の解説及び質疑応答

(灘箇騨）

雄川専門委員

１解説

（第２条関係）

本条を第６条lこまとめよとの意見があったが，第１章から本条を除くと，総則中に実質

的規定がなくなるし，また体系的にも協会の組織の基本規定は総則中に置いた方がよいの
で原案の童童とした。

（第５条関係）

第２号中の「大学」を「国立大学」に改めよとの意見があったが，本号にいう「大学」

とは国立大学だけではなく，公・私立大学，さらには海外の大学をも含める従来の趣旨か
ら原案のままとした。

（第６条関係）

組織整備方針案を，そのまま規定化した。

（第８条関係）

第１項但し書は，実際問題として総会を招集するし､とまがない場合が考えられるので，

この規定を設けた。第２項で，総会の承認が得られない場合の問題があるが，協会の行為

は多く法律行為ではないから，その行為の効力は実際上問題とならないであろう。ただ協

会自体の問題としては，理本会の責任が生ずることになる。

（第11条関係）

第２項で，臨時総会招集の講求の要件を「８分の１以上の大学」としたのは，地区ごと

の大学数のうち最小のものが９大学であることから一応の見当として，７２分の９，すなわ

ち８分の１としたものであるが，本項の趣旨自体は，各地区に招集請求権を認め，またこ

れに限るものではないことは勿論である。

（第13条関係）

鏑３条で「議長は，表決権を失わないものとする」としたのは，一般の合議体では議長

は岐初の表決には加わらないで，可否同数の場合の決裁権をもっているのが例のようであ

るが，国立大学協会の総会は各国立大学の代表者で構成されているので，議長になった大
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学の代表者も平等の表決権を持つことにする方がよい。この場合可否同数のときの議長の

決裁権はないと考えるのが正しい。従って可否同数のときは不成立ということになる。

（第15条関係）

理事を総会で互選することになっているが，実際の具体的方法は，これから種食検討す

る必要がある。

（第16条関係）

第２項を設けたのは，大学運営協議会規程第７条第４項第３号に，これと逆の規定があ

るが，理事の場合は重任を禁止する必要はないので，念のために置いた。

（第17条関係）

常置委員会の委員長は，形式上理事とはしないで，理事とともに，理事会を構成するも

のとした。これは，当然に理事になるとしていた組織整備方針案と，形のうえでは異なる

が，実質は同じであって,規定の技術上このような形をとっただけである。なお,この場合

常置委員会の委員長は理事会の構成員であるから，理事会においては理事と同じ権限を有

する。しかし，理事ではないから，会長，副会長の互選には加わらない（20条２項参照)。

（第11条関係）

８条２項で理事会が緊急惜置として処理した事項については，総会の事後承認を得なけ

ればならないとしたのは，本来総会を開くべき性質のものだからであり，一方，常務理事

会については，定められた事項についての承処理することとなっており，それは常務理事

会の権限事項であるので，形式上は報告に止めることとした。しかし，この報告について

も総会又は理事会でその可否を問うことはできるから，実際上は大して違いはない。

（第22条関係）

原案と実質上は変っていないが，形式上見やすくはっきりさせるために原案第１項中の

「若干数の委員会」を「若干数の常置委員会」に改め，これに伴って原案の第２項を削る

とともに以下１項ずつ繰り上げた。

（第23条関係）

第２項「選任することを妨げない」を「委員に加えることができる」と改めたのは，単

に表現上の問題である。なお，この趣旨は常置委員会の承ならず，特別委員会にも教員が

委員として参加しうる道が開かれていることがよいであろうとの考え方による。

（第24条関係）

第２項は，従来の慣例を規定化したものであるが，同時に教員である委員が委員会の委

員長となっている場合に，総会に出席して報告できる途を開く意味もある。また，常置委

員会の委員長は理事会の構成員であるが，特別委員会の委員長は必ずしも構成員であると

は限らないので，第３項を加えた。

（第２８条関係）

「意見を述べることができる」としたのは，組織整備方針とは体裁が違うが，その趣旨

をまげたものではなく，むしろそれを明確にしたものである。なお，意見陳述を文書に限

ったのは国立大学の教員であれば，文書で十分意を尽くすことができるし，正確な形で保
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存しやすいと考えたからである.また，意見の処理についても規定すべきであるとの意見

があったが，どのようなものが出てくるかわからないので規定化しえなかった。意見陳述

とその処理状況については，委員長から適当な形で総会に報告されるというようなことに

なるのであろう。

（第２，条関係）

第５節と第６節を入れ替えたのは，大学運営協議会は特別な機関ではあるが，広い意味

の執行機関であることと，監事の監査は大学運営協議会にも及ぶものであるから，監査挫

関の前に大学運営協議会の節を置く方が体系上妥当と考えたのである。

（第30条関係）

本条に'6条1項但書のような残任期間の規定がないのは，監事は監事会等を構成するも

のではなく，各監事が各別に職務を行なうものであるからである。

（第36条関係）

原案では当初予算，決算を考えて定例総会としたが，補正予算等も考えられるため単に

総会と修正した。

（附則関係）

第２項は，形式的には新会則の制定という形をとったため，旧会則は廃止するとした。

第４項は,新制度の発足)こ応じて新た'こ選ぶこととし，同時に任期の始期を一緒にする

ためのものである。

第６項において教員委員の数を定めたのは－応の見当としてのものであり，実施後の情

況によってその数を再検討して行くとの趣旨を含んでいる。

第７項は教員委員の選任が遅れそのために委員会の業務が停滞することを防ぐための規

定である。

２質疑応答

Ｏ常置委員会の委員長が，当然に理事となることではなく，糖成員とすることに変えら

れた理由および常務理事会に定足数，繊決数の規定がない理由を伺いたい。

構想を変えたものではなく，形としてはこの方がよかろうと考えたこと，および理事の

定数が決定できないことから理事とはしなかった。`勝務理事会に定員数，表決の規定を設

けなかったのは，会合が頻繁に行なわれ，会議も形式ばらず懇談的に行なわれるであろう

ことから省いたものであるが，もしその必要があれば一般の規定の例に従うべきであろう。

Ｏ教員である常置委員会委員を設ける制度には賛成であるが，協会は大学の代表者によ

り穰成されているので，その老化を防ぐためのもので十分と思う。しかるにこれらの委

員に対して常置委員会委員長への道が開かれており，そのため理事会に出席することも

可能となり,．さらに常務理事会にも参加しうる可能性があることは，補強以上のもので

適当ではないと思う。すなわち，教員である常置委貝は常置委員会委員長にはなれない

ように修正すべきではないか。
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本会則の改正は単に゛慣行を成文化したものではなく，協会の体質改善を要望された教官

の意思が主なものである.その中には，総会公開の意見もあったが，これは少数意見であ

ったし，現段階では適当，不適当であるとしてでないということになった。重た’意見の

陳述も口頭でという意見もあったが，委員会の運営等の面を考慮したほか，遠隔地の教員

と近接地の教員との均衝等を考慮して，文惑によることに規定した。これらの意見ととも

に教官の参加が問題となったのであるから，教官が協会の運営に参加する途を制度的には

拡げることが妥当である。理論としては，大学の総意を代表する代表者だけで協会を運営

するのがよいということも十分成り立つが，教員である常置委員会委員が，常置委員長に

なり得るという僅かな可能性をも制度的に閉ざすことが，この際適策であるか否か，原案

のままでよいと思う。

なお，このことについては，各大学間に鱈いて熱心に意見の交換が行われ，結論として

は原案どおりということになった。

Ｏ特別委員会に参加しうる教員委員の数が明示されていない。説明を伺いたい。

特別委員会は常置委員会とは異なり,特定事項を調査研究するものであるからその委員

会の任務を果たすために必要がある限りで，教員委員を加えるか否か，またどういう人を

何人加えるかを各委員会ごとに決定することになると考えられる。

Ｏ第28条によって意見を述べた教員は，それがどう扱われたかについて関心があるもの

と思う○専門委員の説明では総会に報告されることになるであろうとのことであったが，

そうなると学長としては，これを教授会に報告しなければならなくなる。よって，処理

を執行機関でされるようにされたい。

今の段階で処理方法を具体的にきめることは，将来の予測がつかない現在無理である。

常識的に合理的と考えられる方法で処理して行くほかはあるまい。

Ｏ第16条第１項と同条第３頃の補欠の相違を伺いたい。

第１項は理事となっている大学が変った場合であり，第３項は理事となっている大学の

学長交替の場合である。
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第Ⅱ章大学運営協議会

第１節総則及び例規

○大学運営協議会規程

鰯和３３
改正昭和40.

昭和40,

昭和41.

2篭）
４．１

６．２４

６．２２

国立大学の管理運営は，本来，大学自治の原則に基づき，各大学自らの責任において行

なわれるべきものである。しかし,大学が内外の複雑困難な条件のもとで多様な問題に当

面しているとき，大学の管理運営をさらに適切ならしめ，大学に課せられた使命をよりよ

く達成するためにすべての国立大学が共同連帯の意識をもって相互に協力することも,大

学の社会的責任を果たす途であり，また，大学の自治を真に活かすゆえんである。この趣

旨に基づき，国立大学協会は，国立大学相互の緊密な連絡と協力を一層促進し，大学の管

理運営について有効適切な方策を識ずるための組織として，ここに大学運営協議会を設置

する。

大学運営協議会は，すべての国立大学の自主的な協力を基礎とし,各大学の自治を充分

に尊重して運営されなければならない。

大学運営協議会の活動を円滑有効にするためには，各大学があらゆる適当な方法,とく

にそれぞれの地域における連絡●協議等によって，常に相互の協力に努めることが望まし

い。大学運営協議会の任務は，このような大学の協力を前提として達成されるものである。

（協議会）

第１条国立大学協会会則第29条に規定する大学運営協議会（以下「協議会」という｡）

の組織及び運営については，この規程の定めるところによる｡

（任務）

第２条協議会は，次の事項を任務とする。

（１）国立大学の管理運営の改善に寄与すること。

②国立大学にその内部では解決することの困難な問題が生じた場合に,その大学の自

主的な解決に助力すること。

（管理運営の改善）
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第３条協議会は，国立大学の管理運営の改善に寄与するため，吹の事項を行なう。

（１）大学の管理運営に関する内外の資料を収集し，これを整理すること｡

（２）国立大学の管理運営の改善に資するための方策を研究すること。

２前項の資料及び方策は，国立大学が自主的に管理運営の改善を行なうための参考に供

する。

３協議会は，必要があるときは，国立大学の管理運営に関して，ひろく各方面の意見を

きき又は各方面に意見を述べることができる。

（問題解決の助力）

第４条協議会は，国立大学にその内部では解決することの困雌な問題が生じたときは，

その大学による自主的な解決を促進するために有効かつ適切と象とめられる助言その他

の方法を識ずることによってその解決に助力する。

２協議会は，実情を明らかにするため必要があるときは，関係者から事情をきき又は報

告を求めることができる。

３協議会は，必要があると認めるときは，助力の経過を国立大学協会の総会に報告し，

その意見をきくことができる。

（助力の趣旨）

第５条協議会が前条の助力を行なうにあたっては，前文の梢神にしたがい，当該大学の

自主性を充分に尊重することを要し，いやしくもその自治を侵害するようなことがあっ

てはならない。

（助力の開始）

第６条第４条の助力は，当該大学の正規の手続を経た学長の申出に基づいて行なう。

２前項による場合のほか，協議会は，前文及び前条の精神に韮づき，事態を慎重に考慮

した上，とくに必要があると認めるときは，第４条の助力を行なうことができる。

（協議会の委員）

第７条協議会は，次の委員で構成する。

（１）国立大学協会の会長及び副会長

（２）常腫委員会の委員長

（３）各地区の国立大学によって互選された大学の代表者

２国立大学協会長たる委員は，協議会の委員長となる。

３第１項第３号の地区別及び各地区の定員は，別表に定めるところによる。

４第１項第３号に規定する委員については，次の例による。

（１）任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。

（２）委員が任期中に当該大学の代表者でなくなったときは，その後任の代表者が委員と

なる。

③同一の大学の代表者は，引き続いて委員となることができない。ただし，補欠の委

員であった場合は，この限りでない。

（臨時委員及び専門委員）
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第８条協議会は，臨時委員又は専門委員を憧くことができる。

２臨時委員は，国立大学の学長又は教員の中から選任する。臨時委員は，力ii条に規定す

る委員と同一の権限を有する。

３専門委員は，国立大学の教職員の中から選任する。

（小委員会）

第９条協議会は，特定の事項を処理するため必要があるときは，小委員会を設けること

ができる。

（委員の職務の辞退）

第10条第２条第２号に規定する任務に関しては，利害関係を有する委員は，職務を行な

うことを辞退しなければならない。

（実施に関するHIlI1ﾘ）

第11条この規程の実施に関し必要な率項は，協議会の定めるところによる。

附則

（施行期日）

この規程は，昭和40年６月24日から施行し，同年４月１日から適用する。

(別表）

地区別 所風国立大学名 定員

北海道大学，北海道教育大学，室蘭工業大学，小樽商科大学，

帯広畜産大学,北見工業大学，弘前大学，岩手大学,東北大学，

宮城教育大学，秋Hil大学，山形大学，橘島大学

北海道

束北
１

茨城大学，宇都宮大学，群馬大学，埼玉大学，千葉大学，東京

大学，東京医科歯科大学，東京外国語大学，東京学芸大学，東

京腱工大学，東京芸術大学，東京教育大学，東京工業大学，お

茶の水女子大学，東京水産大学，電気通信大学，－橘大学，東

京商船大学，横浜|劃立大学，新潟大学，山梨大学，信州大学

関東

２

甲信越

蠣繍|奥蝋ﾛ鱒薫鷲裳鰯暹童騨大顎名古屋｜Ⅲ

蝿犬檗－１Ｆ

九ノ'１|福岡教育大学，九州大学'九州芸術工科大学,九州工業大学，’’
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佐賀大学，長崎大学，熊本大学，大分大学，宮崎大学，鹿児島
大学

Ｏ了解事項

大学運営協議会規程第４条第１項の「助言その他の方法」は，助言を超える強力な活動

を行なう趣旨ではない。

○大学運営･協議会規程実施細則

鰯和389塁）

（招集）

第１条国立大学協会会則第29条iこ規定する大学運営協議会（以下「協議会」という｡）

は，毎年２回以上，委員長が招集する。

２前項で定めるもののほか，３人以上の委員（臨時委員を含む。以下同じ．）の請求が

あったとき，または第８条第２項により学長のElﾖ11{が地区選出委員を経由してなされた

，場合において,ずその委員の諦求があったときはｊ委員長は協議会を招集しなければなら

ない。

（議長）

第２条委員長瞳〆協議会の議長となる。

２委員長に事故があるときは，委員長の指名する委員が，その職務を代行する。

（定足数）

第３条協議会は，委員の過半数の出席がなければ，識”を開き議決することができない。

２大学運営協議会規程（以下「規程」という｡）雛10条の規定により，委員の11iii務を辞

退する委員の数は，委員の数にかぞえない。

３規程第10条の規定により，委員が辞退しなければならないとぎ，委員が利害関係を有

するかどうかは鈩協議会の決するところによる。当該委員は，この議決に加わることが

できない。

（表決）

第４条議決は，出席委員の過半数の|司意を必要とする。

（定足数と表決の特例）

第５条規程第４条第３項の定める惜置および規程第６条第２菰に定める助力の開始につ

いては，第３条第１菰;1sよびiii条の規定にかかわらず，委員の３分の２以上の者が出席

し，その４分の３以上の者の同意がなければならない。

（委員の欠席）
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第６条委員は，病気その他の事由によって協議会に出席することができないときは，そ

の旨を委員長に通知しなければならない。

２委員（臨時委員を除く）が前項の事由により欠席する場合は，委員長の承認をえて代

理人を出席させることができる。

（議事の非公開）

第７条協議会の議事は，これを公開しない。

（学長の申出）

第８条規程第６条第１頃の定めによる学長の申出が学長名義の公文書によってなされた

，ときは，これを正規の手続を経たものとする。

２前項の申出は，特別の事情のあるときのほか，当該大学の所属する地区から選出され

た委員を経由して行なうものとする。

（臨時委員）

第９条臨時委員は，協議会がこれを選任する。

２臨時委員の任期は，２年とする。ただし，規程第２条第２号に掲げる事項を処理する

ために選任された臨時委員の任期については，協議会が，適宜にこれを定めることがで

きる。

（専門委員）

第10条専門委員は，協議会がこれを選任する。

２専門委員は協議会の指定する特定の事項を処理するため，協議会または小委員会を補

佐する。

３専門委員は，前項により指定された事項の処理がおわったときに，解任される。

（小委員会）

第11条小委員会委員は協議会の委員のうちから協議会が選任する。

２小委員会には，小委員会委員長をおく。小委員会委員長は，小委員会委員が互選する。

３小委員会には，その性質に反しないかぎり，協議会に関する規定を準用する。

附則

この細則は，昭和38年９月27日から施行する。

○大学営運協議会地区選出委員の輪番制等について

（騨鵡:鮭）

大学運営協議会の地区選出委員の候補者は，

1）会長・副会長・常置委員会の委員長は，規定第７条第１項(1)及び②により，当然に委
員となるので候補者から除かれる。
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2）大学運営協議会は，この協議会設置の際の規定制定にあたり，その目的及び性格から

いって，委員のローテーションを考慮すべきであるという主旨により，規程第７条第４

項③において「同一の大学の代表者は，引続いて委員となることができない｡」旨を規

定し，実施上もいわゆる輪番制をとっているので，既に委員となった次の大学は候補者

から除かれることになる。

北海道東北地区（小樽商大・弘前大・北海道教育大）

関東甲信越地区（埼玉大・電気通信大・千葉大・東京教育大・宇都宮大・東京農工大・

横浜国立大）

中部地区（三重大・名古屋大・富山大）

近畿地区（滋賀大・京都工織大・京都教育大）

中国四国地区（徳島大・山口大・愛媛大）

九Ⅲ｜地区（鹿児島大・佐賀大・大分大）

３）定員は，関東甲信越地区２名，その他の地区は各１名。

第２節参考

○大学運営協議会規程の解説及び質疑応答

（騨箇繕）

団藤専門委員

１大学運営協議会規程の解説

（１）国立大学協会会則の一部改正案について

会則中一部改正案については，修正はなく，附則の施行年月日を本日（昭和38年２月２８

日）付にしただけである。

会則についての重要な意見としては，第13条の２第１項を「大学運営協議会を置く」と

あるのを「大学運営協議会を置くことができる」と改めてはとの意見があった。これは，

この協議会を臨時的なものにするという趣旨のものであるが，しかし，この際そのような

表現にすることが適当か否かを考えて，そのような弱い表現にすることは，種女の見地か

ら染て適当でないという結論に達した。なお，協議会の任務に二通りあるが，管理運営の

改善ということについては，これは必ずしも当座だけのことではない，そのような意味も

あってこの点は原案どおりになった。また，ある大学の一学部の意見で，名称をより正確
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仁するため「国立大学運営協議会」とした方がよいという案もあったが，これは，国立大

学協会の－機関であるので，国立大学に関することははっきりしているから，なるべく名

称は簡明の方がよいということからこの案もとらなかった。結局附則をうめた以外は修正
をしなかった。

（２）大学運営協議会規程案について

前文については，その第一段に若干の字句の修正をした。まず，岐初の「各大学自らの

責任に諸いて」と「各」の字を入れた。その趣旨は，ただ大学とあると単数，複数が解ら

ないし，読糸方によっては，後の文章との関係上，大学全体が共同連帯の上に，自らの責

任において行なうのであるというような趣旨にもとられないようなわけではない。しかし，

ここでいっている趣旨は，それぞれの大学が，自分で自らの責任において管理運営を行な

っていくという，大学自治の本則（精神）をうたったもので，それを明らかにするために

も「各大学」という言葉に改めた。またこの提案をした大学は「大学それぞれの責任にお

いて」という表現を提案していたが，言葉としては「各大学自らの」という方がよかろう

ということでこのように修正した。

次には，三行目に「さらに」という言葉を入れたが，これは，大学の管理運営を「さら

に」適切ならしめる。これがないと，現在何らかの不適切な点があるようにひびく恐れが

ある。その恐れを除くために，現在でも適切でないわけではないが，さらに適切にすると

いう趣旨を表わしたわけである。

次に「相互に協力することは，大学の社会的責任を果たす途であるのみならず，云灸」

とあるのを「相互に協力することも，大学の社会的責任を果たす途であり，云念」と修正

した。これは，まずこの第一段の最初の文章のところで，大学自治の本来のあり方として，

各大学が自らの責任において行なうという趣旨をうたったのであるが，しかしながら，す

べての国立大学が共同連帯の意識をもって，相互に協力することも大学の自治を真に活か

すというようなContextにした。原案も趣旨は同じであるが，そのままでは，共同連帯

の意識をもってすることこそが大学の自治を真に活かすゆえんであると，そちらに重点が

ゆきすぎはしないか，やはり，大学運営協議会を考える根木としては，各大学の自治とい

うことがなければならないので，その点を弱めてはならない。その為に各大学自らの責任

で行なわれるべきものであるということをいったうえで，しかしながら，共同連帯の意識

をもって協力することも大学の自治を真に活かすゆえんであるという趣旨にした。別に原

案と精神が変ったわけではないが，趣旨をはっきりさせ，少しの誤解もないようにすると

いう意味でこのように改めた。

なお，この前文の第二段について，ある大学から提案があって「大学運営協議会催，す

べての国立大学の自主的な」という文の「自主的な」はなくてもよかろう。「すべての国

立大学の協力を基礎とし，各大学の自治を尊重して運営されなければならない」とあるの

を，「ここに自主性を尊重して運営されなければならない」と改めてはとの意見があった。

この趣旨は，第５条との関係において，第５条では，「自治をいやしくも侵害することが

あってはならない」とあるので，それとじゅうぶんに調和させるためには，この前文にお
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いて自治を単に尊重するというだけでは適当ではない。その点と調和をもたせるためには，

ここでは自主性をじゅうぶんlこ尊重するということにしたほうがよいということであろう。

その見地から，じゆうぷんに検討を加えたが，この前文の大学運営協議会のありかたとし

て，各大学の自治を尊重するということは，はっきりうたう必要はある。ここから，自治

という文句を削ることは適当ではない。その提案大学の趣旨からしても，そのようなこと

を意図しているのではなかろう。の象たらず，第５条では，問題解決の助力との関係であ

るから，いやしくもその大学の自治を侵害することがあってはならないという表現をとっ

たが，前文の方には，任務の位置に双方とも受けて，全体にかぶさる趣旨として自治を尊

重しろといっているので，従って第５条と，ここは必ずしも矛盾する表現になっているも

のではない。その大学の趣旨をじゅうぶん考えたうえで原案のままの方が良いのではない

かという結論に達し，これは採用しなかった。

次いで，各条について述べる。

第１条については，別に問題はない。

第２条については，第１号の「国立大学の管理運営の改善に寄与すること｡」とあるが，

原案に「改善をはかること」とあったのを，表現として強すぎはしないかというので修

正したのである。協議会が各盈の国立大学の管理運営の改善を，いかにもおしつけがま

しくするような感じがあって好ましくない。これは，前回の総会でも，そのような趣旨

の発言をうけたまわったが，このたびの回答の中にもその趣旨の意見があった。それら

の提案の中で，たとえば改善に「協力する」ことというような表現もあったが「協力す

る」という言葉では，特定の大学の管理運営の改善に協力する感が強くなるきらいがあ

る。「寄与する」という表現ならばその恐れはないし，原案のはかるというよりは良い

のではないかということで，そのように改めたのである。

第２号についても，多少字句の修正の提案があったが，種盈検討した結果，原案のほ

うが適当であるということでそのままにした。

第３条については，第１項に「寄与するため」とあるのは，原案では「はかるため」とあ

ったのを，第２条の字句の修正に伴って訂正した。その他については，特に問題はなか

った。

第４条は，結論的には修正はなかったが，審議の過程において種を議論があった。各大学

の回答の中に第４条第１項にある助言その他の方法とあるのが無限定になる。広すぎる

懸念がありはしないかということで，たとえば，助言だけに限定してしまってはどうか，

或は，助言等という表現，或は，助言その他それに準ずる方法とすればよいという意見

があった。さらに原案どおりとしたうえで，勧告，斡旋等の助言より強い方法はとらな

い趣旨であるという附帯決議をしてはどうか等の意見もあった。そこで，表現を助言そ

の他これに準ずる方法といったような趣旨に改める点については，小委員会，準備委員

会で相当に議論したが，一方，これらの表現にすることの長所があると同時に，マイナ

スの面もあると考えられる。つ雲り，そのように限定することによって生ずる利点は，

この方法をはっきりと限定することができるという点にある。従ってそれよりかけばな
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れた上のものはこれは使えない。助言に準ずるものにだけしか使えない。こういうこと

をはっきりさせる大きな利点がある。しかし，原案のままでも特に助言ということを例

示としてあげているので，解釈上一つの手がかりを与えるわけであって，それ秬よって

じゅうぶんこの助言という例示とかけはなれた強力な手段を識ずるものではないという

解釈がたちうる。したがって今の利点も必ずしもぜつたいのものではないわけである。

原案のままでも，そのような解釈をじゅうぶんIことることができる。他方，そのように

限定することによるマイナスの面として，限定しすぎることから生ずる種々の不利益が

考えられる。まず，この助力の態様としてこれに類似した方法ならよいが，助力に類似

しない，助言に準じたものといえないものが，もし必要とされた場合にそうゆうものを

とるということができなくなるということになる。この点は，具体的にどういうものか

尋ねられても即答することはできないが，しかし，人的，物的な援助を与えるというこ

とが，もし必要となった場合に，助言ということは大分性質が違うので，第４条の助力

という内容に入ってこないということになると，せっかくこのような規定がありながら

生かすことができないという面がでてこないわけではない。このように助力の態様の面

において狭くなりすぎる恐れがありはしないか。また，程度の点についても，上限を画

する意味においてはプラスの面もあるが，同時にそのような言葉を使うと下の方の限度

も画される恐れがないとはいえないのであって，助言に類似するところまできた場合に，

そこが初めてここでいう助力であると，富たそこまでいかなければここでいう助力には

入らないという解釈もじゅうぶんにたつ。むしろこういうように解釈されるのが本筋に

なってこようと思われる。そうなるとたとえば，原案で考えているような単に関係者か

ら事情をきく或は関係者の報告を求めるという程度のことで，じゅうぶんi二解決がつい

たであろうようなものが，除外されはしないか。原案では，極く程度の軽いものでも第

１項の助力の中に含めているわけで，特に第２項で繰り返して規定している趣旨は，第

１項の助力の中に本来入るものであるが，関係者から事情をきく或は報告を求めるとい

うように関係者というものが入ってくるので，そういう意味で第２項を特に分けて規定

しておく必要がある。関係者が個人の場合に，その関係者を義務づけるというものでは

ないが，一応関係者に対して事情をきくことができるということ。関係者は事情をきか

れることがあるということをここではっきりさせる必要がある。そのような意味で第２

項がおかれているのであって，その程度の，単に事情をきくということによって問題の

解決に助力することが，もし，助言に準ずる方法に限定することになった場合は除かれ

はしないか。そこで，第２項をこのまま残すことにしても，それはいよいよ助言を行な

うというところまできている。助言を行なうために実状を明らかにする必要がある。こ

こではじめて第２項が動いてくるということになるのでは狭くなりすぎはしないか。ま

た，第５条，第６条の関係でもこの原案の趣旨では，そのような軽い程度の助力をする

場合でも，第５条の趣旨に従わなければならないし，また，第６条によってその助力を

開始するについては，これだけの慎重なことをしなければならないという建て前になっ

ているが，第４条をそのように限定することによってそこにもかなり問題があるように
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思われる。このように種をこまかく検討した結果，この点は原案どおりとしたのである。

その代わり，これは決して斡旋とか勧告とかいうような助言とはとび(よなれた強い方法

を認める趣旨ではないということを了解事項として明らかにしておくのが妥当であろう。

このような結論に達した。このような趣旨において規定そのものには特に修正を加えな

かった。

なお，第４条第３項の関係で，協議会が国大脇の総会に報告するということは鍵務的

であるべきで，報告して意見をきくことができるという弱い表現でば困るという＝うな

意見もあった。それは，恐らく特別委員会から総会に一般的な報告義務があるのと同織

に，協議会もまた，総会に対する一般的な報告義務がある。これは当然であるが,それ

と混同しているきらいがあるのではないか。しかし，ここではそのような趣旨ではない。

そのような国大協の一機'1Mが，国大協の総会に報告する一般義務とは別に助力の一方法

として，もし必要があれば，やむをえない場合には，助力の具体的な経過を総会に報告

をする。これは当該の大学にとっては相当に重大なことであるが，場合に尖ってどうし

ても必要だというときには，総会の意見をきいたうえで，さらに協議会として助力を続

ける助力の－方法として規定されているのであって，一般的な報告義務と橇異なるもの

である。そこで一般的な報告義務については，第'1条の細則に規定すれば規定してもよ

いし〆仮に規定がなくてもそれは当然のことであるので，修正はしなかった。

第５条の関係では，協議会の問題解決の助力については，秘密を要する点が多いので，秘

密の保持の規定を第５条第２項あたりに規定してはどうかという趣旨の回答もあったが’

一方では，国大協そのものの体質改善に関する要望が多くの大学から出て，その中には

議事を公開せよというものもあったが，その兼ね合いはなかなかむずかしい。そこで少

なくとも第５条第２項の規定として秘密保持の規定を価くことは適当でないし,場合に

よっては，細則で規定するなり，協議会の良識的な運営に任せるなりでよいのではない

かということで採用しなかった。

第６条の関係では，第１項の文言について多少の修正意見もあったが，種為検討した結果，

かえって原案の方が正確であろうということで，原案どおりとした。

第２項の関係では多少の字句の修正をした。つまり「前頂の申出がない場合でも協議

会}まと<に前文及び前条の梢ﾈ''１にかんが象，事態を供1Kに考慮したうえで，難４条の助

力を行なうことができる｡」というのを「前項による場合のほか，協議会'ま，前文及び

前条の精神,こ基づき，事態を快重に考慮したうえ，とくに必要があると認めるときは，

第４条の助力を行なうことができる｡」と改めた。そこで妓初の「申出がない場合でも」

とあったのを「による場合のほか」と改めたことは，趣旨には少しの変更もないし，解

釈上少しの変更もないが，文字から受ける印象として，申出がない場合でもという表現

があると，いかにも何も申出がない場合が第一印象として浮かぶので，そのような印象

を与えない表現の方が適当であり，前述のように改めた。次の「とくに」を削ったのは，

下にまた「とくに」があるので前の方を落としてもよかろうということであった。次の

「かんが象」を「基づき」にしたのは，単にかんが詮るというのでは弱かろう。「基づ
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く」の方が正しかろうというわけであった。そして「とくに必要があると認めるときは」

という文句をつけ加えて第６条第２項は，いやが上にも棋璽にするという趣旨を表わし

たものである。鍬６条第２項については，各大学から極と回答があったが，たとえば第

２項によって助力を開始する場合には事前に総会なり，理小会にはかるようにしてはど

うかというような意見もあった。しかし，事柄の性質上，助力を開始するに先立って，

総会にはかることは適当でないので，その主蚤の形ではとらなかった。また，ある大学

の意見によれば，当該大学の正規の機関にはかった上で，その意見をきいて助力を行な

うことにせよ。正規の機関の意見もきかないで，そのままにすることは適当でないとい

っている。しかし，単に当該大学の正規の機関の意見をきくということだけでなく，も

っと全I>i;:として，じゅうぶんにすべてのことを考慮するということが原案の趣旨である

ので，それらの意見を全部考えたうえで，より包括的に「とくに必要あると認めるとき

は」という文句をつけ加えることによって，それらの趣旨をとり入れることにした。

なお，助力を開始するかどうかを協議会が決めるわけであるが，その協議会が決ある

について，たとえば３分の２あるいは４分の３といった特別多数を必要とするというよ

うな規定を設けるとか，その他種盈の事を考えることができる。それらは第11条による

実施細則iこ盛り込むのが適当であろう。準備委員会として，細則に盛る事項を協議会に

引き継ぐことにしているので，その際に，これらの重要な点を老虚してほしいという希

望もつけ加えることになっているので，それによって各大学の要望にほぼ応えることが

できると思う。従って，文句詮かように修正したうえで，残りは細則で考えるというこ

とにしたのである。

第７条については，第２号の「各常樋委員会の委員長」とあったのを「常置の特別委員会

の委員長」と改めた。これiこついてば，前回の総会の際にも，常置委員会の定義につい

て多少議論になり，これは，常置の特別委員会を指すのだろうという意見があったが，

その後，事務当局で調べた結果，会則第13条に蕊づく特別委員会であることが明白にな

った。そこでなるべく会則の文言にのっとった方がよいので，ここでも特別委員会とい

う言葉を付け加えた。また，「各」というのが落ちているが，このような規定の場合，

とくに例外が無い限りは，すべての常置の特別委負会の委員長が委員になるという趣旨

であるｅ

この第７条について，特に雛２号iこついては，,滞|趾委員会の委員長を委員に加えるの

はやめた方がよい。第２号を削除した方がよいという意見もあったが；職初に問題点を

出した時以来，多数意見によってこのようにかたまったのであるから，この修正意見は

とり入れないことにした。実質的にいうと，常圃委員会の委員長をここlこ加えているの

は，第１号の会長，副会長と相俟って，この運営協議会が国大協そのものと－体をなし

て動くという趣旨を明らかにする意味をもっている。童た，特に管理運営の改善の関係

では，協議会は常魁委員会のいずれとも密接な連絡を保っていく必要があるので，その

意味も兼淑ているわけである。更に，第３号の「各地区の国立大学によって互選された

大学の学長」とある点について，iiiに学長だけでなく，教具，教授或は教官をも加える
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という案が極点の形で出されたが，それら一連の案を検討した結果，問題は国大脇自体

の体質改善に直接つながってくるので，体質改善については，早速検討を始めることと

し，この検討と相俟って，第７条第３質にも再検討を加えるということになった。つま

り，現在は学長が大学を代表するたてまえであるから，当分このままでいく。しかし将

来，体質改善と相俟って検討を加えていくという』睡旨である。

なお，「各地区の国立大学」の次に「学長」を入れたらどうか，つまりその学長によ

って互選された大学の学長にしてはどうかという意見もあったが，これは，原案の趣旨

と違ってくる。原案は，どこまでも大学が大学を互選するというたてまえである。運用

の上で，学長を通じて互選するという形をとることはありうるが，たてまえとしてはど

こまでも大学が大学を互選して，互選された大学の学長が委員になるということでなけ

ればならない。そのような趣旨に満いてこの意見は採用しなかった。

館３項の地区に関する規定については，地区選出の委員の定員を現在の倍起せよとい

う案もあったが，協議会の適正規模からあまり多人数になることは困るし，極を考慮し

たうえ，定員については改めなかった。ただ別表の地区別のきめ方については，これを

適当に修正することは含承として残されている。

第４頂については，柿欠の委員とは何か，はっきりしないという意見もあった。ここ

で補欠の委員というのは，例えばＡ大学が，現在第１項第３号によって互選されて，そ

の学長が委員になっていたが，火事か何かで全部校舎が焼けて当分の間自分の大学の事

だけで手一杯であって協議会の事雲で手が廻らなくなったというような場合には，その

大学が辞任されることが考えられるが，そのような場合，その地区から新たに大学が互

選苫れその学長が委質となる。それがここでいう補欠の委員である。また，第２号の関

係の大学の学長の更迭があった場合，これを補欠の委員という観念で考えていけないと

いうわけでばないが，差し当たり考えているのは，上述のように，大学が替わる場合で

ある。大学単位に互選されるので，学長だけが替っ尤場合には，後任の学長が委員にな

ることは，特に規定がなくても当然のことであるが，念のため第２項の第４号をおいて

趣旨を明らかにした。この際には，後任の学長が，その残任期間だけ委員になることは，

性質上当然のことである。

このように第７条の関係については各大学の回答を検討した結果，「常瞳の特別委員

会」という字句の修正をしたに止めた。

第８条の「必要があるときは」という文薗を原案から削ったわけは，臨時委員，専門委員

という性質上，必要があるときに置くというものであるが，運用上なるべく常腫的なも

のにしようという趣旨である。前にもE|Ｌたように第７条の関係で体質改善の要望が種

を提起されており，第７条第１項第３号の関係では学長に限るという結論に達したが，

このような要望を少しでも満たすために，この臨時委員という制度を活用するのが妥当

ではなかろうか。そのためには臨時委員，専門委員ではあるが，実際上はこれを常置に

するような運用をもってゆくぼうがよいのではないか。学長以外の教員も臨時委員とし

て樅成員となるからⅢ臨時委員を実際上術腫的なものにすることによって協議会に学長
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会議とちがう色合いを加えることができよう。それによって第７条の関係の種さの要望

にもある程度応えることができよう。そのためにも，ここには「必要があるときは」と

いう文句はない方がよいのである。「必要があるときは」とあると，いかにも例外的な

場合のような印象を与えるので,常i:f的な運用にする途をひらくために削った。「必要

があるときば」を削ることの提案は数からいうと２校だけであったが，第７条について

の非常に強い要望を受けとめるためiこ，このような修正をするのが適当であり，結局そ

れが各大学全体の要望に応える途であろうとして字句の修正をした．

なお，第８条の関係では臨時委員の定員もき室っていないし，いくらでも増えること

も考えられ第７条の意味と不統一になる恐れがあるし，臨時委員の数の方が多くなると

困るからこの臨時委員の制度はやめ７k二方がよいという意見もあったが，上述のように総

体的見地から，臨時委員を術臓的な運用にするという方向にもっていった。またｉ臨時

委員，専門委員の職務，権限についての規定を設けよという意見もあったが，これは臨

時委員，専門委員の性質上，任期とか権限とかを固定的に一概に規定してしまうことは

適当でない。必要があれば実施細則に規定することになるが，臨時委員，専門委員とい

う性質上任期等は細則にも規定しないことになろうと思われる。

第９条については，小委員会は，外部の者が入ってくる懸念があるのでやめた方がよいと

いう意見もあったが，これはいうまでもなく協議会の内部に作るもので，必然的に協識

会の緋成員が小委員会の柵成員になることは性質上当然である。また，:実際の活動を機

動的にするために小委員会の制度が必要なことはいうまでもないので，原案どおりとし

た。

第10条の関係では，利害関係の有無について問題があった場合に協議会できめるようにせ

よという案があったが，ことの性質上当然のことであるので特Iこ規定は置かなかった。

必要があれば第11条に基づく実施細則に盛ることになろうかとも思われる。なお，ある

大学の回答の中に，第10条の解釈として，この場合には委員そのものを辞任するものと

考えていられる向きがあるように承うけられたが，これは誤解である。第10条の趣旨は

職務を行なうことだけを辞退するというのである。しかも鮒２条第２暑の関係問題解決

の助力についての象！その具体的ケースについての利害関係をもっている委員が職務を

行なうことを辞退するという趣旨である。

第11条の実施細則については，細かい点は協議会の定めるところによるとして，必ずしも

国大協の総会によらず協議会に任せるという趣旨をあきらかにした。いわば，委任規定

である。しかし，各大学の要望の中に，この実施細則は相当重要であるから，各大学の

意見をきくように，また↑中}こは，総会にかげた方がよいという意見もあったが，第１１

条の規定は総会にはかけない形になっている。そこで，このような要望になるべくそう

ため腱，実際の運用としては，鰯７条第１項第３号の地区選出委員の方から各地区に細

則の案を持ち帰っていただき，各地区の意見をきいていただくというやり方を考えてい

る。

附則の点は，会則の附則と同様であり，別表については，第７条で説明した。
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２大学運営協議会規程審議の際の質疑応答

（１）全般について

◎地区協議会を設けてほしい旨の要望をしたが,各大学からそれについてどの位の要望

があったか，また，教授以外の者も協議会のメンバーにｶﾛえてほしいことを要望したが，

これもどの程度同じ意見があったか伺いたい.

○今回，地区協議会の設腫方について要望されたのは貴学だけである。前文に述べられ

ているように，規定の上にはないが，それぞれの地域における連絡．協議等によって，

談笑のうちにその目的が達せられるよう実質的な協力を期待しているので，この前文の

精神を生かしてほしい。また第７条については，協会自体の体質改善をせよとの意見が

非常に多く，童ず体質改善について検討すべきであるとの要望があることから，協会自

体の組織等について検討後あらてめて第７条についても再検討することにしたいので,

了承されたいｃ

◎各大学からの回答集計についての説明中，「賛成が半数である」というのは，趣旨に

ついて賛成であるとのことか，承わりたい○

○全面的に賛成された大学が半数であるということで，趣旨にはほとんど賛成をされて

いる。

◎運営協議会が現時点において必要なことは認めるが,本来ないほうがよい.したがっ

て，協蟻会を臨時的なものにしたいとの意見を持っているが，これに対して，協議会の

任務中管理運営の-般的改善を含んでいることを理由の-つとされていたことについて，

結論に反対ではないが疑藤がある○

○大学自治が，一大学の糸のものであるとは考えられない○

．前文を起草の際，第５条を意識して起案されたか伺いたい。

○第５条は助力であるから自治を侵害する場合があるかも知れないので「いやしくもそ

の自治を侵害するようなことがあってはならない」との厳しい表現をとったが，前文で

は管理運営を含めてあるので和らげた｡

◎前回，問題点を示された折の丙案に相当する意見は出なかったか伺いたい。

Ｏ前回は丙案もあったが，今回は１１２あった程度で，ごく少数である｡
（２）各条項について

第１条異議なし

第２条について

◎第２条第１号中「改善をはかること」を「改誓に寄与すること」と修正したのであれ

ば，その際同条第２号においても「解決に助力すること」を「解決に寄与すること」に

修正する考えはなかったか伺いたい○

○第１号は一般的な問題で’第２号は端的に「助力する巴と」がよいと考える。

第３条異議なし
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第４条について

◎第４条は原文のままとし，「助言その他の方法」の意味を明確にして会報に登蛾する

とか，規程施行に当っての了解事項とする等の方法により疑念を残さぬようにしたいが，

これについて意見を承わりたい。

。「その他の方法」の表現は，はじめて見ろと不明確なので，どのようなものが入るの

か例を明文化してほしい。

。「その他の方法」の解釈について，もう-度明確な説明をお願いしたい。なお，本条

第３項の解釈として，総会と協議会との関係を説明いただきたい。すなわち，総会は当

然運営協議会にその意見を述べ，運営協議会もまた総会に対して絶えず接触しその意見

を求めるのでなければならぬと思うが。

○方法として「助筒」と例示したことから，そのアッパーリミットは，助言またはこれ

に類似したものとの法的解釈ができる。また，総会がその－機関である協議会に注文を

出すことは，理論上当然可能であるが，本項はあくまで協議会自身が問題解決の助力を

して行く一手段として助力の具体的経過を総会に報告しその意見をきく二とができるも

のと規定したのである。

◎第３項の趣旨はよくわかるが，その趣旨がこの表現でよいかどうか，また，第１項も

表現の問題であって，「その他の方法」とした場合，その中に助言よりももっと強いも

のが考えられる恐れはないかと危倶する。

○心配されている趣旨はわかるが，そのような疑問を生ぜしめないように了解rlmF項とし

て瞳けぱよいと思う。

◎第３項により，経過を総会に公表されることは，当該大学にとって非常に苦痛である。

したがって，そのような場合には，当該大学の意見をきかなければならないとする規定

を設けることができないかどうか伺いたい。

○よく検討してゑたい。

会長所用退席のため，ここで平沢副会長議長となる。

○館４条第１項の「,nJfiその他の方法」については，次のとおり了解事項として記録に

とどめることにしたい。

（大学運営協議会鯉程鰯４条第１項の「功に『その他の方法」は，助言を超える強力な

渦動を行なう趣旨ではない｡）

第５条異議なし

第６条について

◎第１項中,「当該大学の正規の手続を経た学長の申出」を「当該大学の学長の正規の

手続を経た申出」に修正して，その意味を明磯にされるよう希望するｃ

○修正案では，「学長の」が間に入ることによって「当該大学の」が離れてしまうので，

そのための誤解を生糸易い。本項の趣旨は当該大学の正規の手統を経た申出ということ

で，それを学長から申出られたい意である。

◎本条第２項中，「当事者双方合意の上」を加えられるよう意見を出したが，この意見
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がいれられなかった理由を伺いたい。

○そのようiこ修正すると，実際には協議会が何も活動できなくなるであろうとの見地か

ら修正しなかった。

◎第２項中「とくに必要があると認めるときは」と修正されたが，「とくに」と入れら

れた理由を伺いたい。

○特別の理由からではなく，じゅうぶん１膜重にするとの趣旨を表わしたものである。

◎第２項についての修正意見として「当該大学の正規の機関に諮った上で」を加えられ

るよう要望したが，いれられなかったのは，当然のこととしていれられなかったのであ

るが，細則にいれるとの説明もあったが,その辺の事情を伺いたい｡

○第２項は申し出がない場合の規定なので，そのような場合には当該大学の正規の機関

の決定など困難なことも考えられる。したがって一つの要素として運用上配慮すること

は望ましいがこの項ではその精神を述べ，必要があれば細則を検討する際考,慮するのが

よいとの考えである。なお，細則を作成するに当って検討されるべき事項は，申し送り

事項として引き継ぐことにしてあるので，本項についての意見をも含めて細則検討の際

考慮されるべきものと思う。

◎第２項を削られたい旨の意見を出し，いれられなかったが，本項があることによって

外部勢力の介入を恐れるむきがある。意見を伺いたい。

○第２項を削ると協議会を置く意味がなくなるので残すこととした。外部勢力の介入を

心配されるのはもっともであるが，第５条の精神で運用することを強調しているので，

その点はじゅうぶん配慮されることと思う。

◎外部勢力の介入は，やはり心配される。なお，第２項について「前項の手続によらな

い場合」と修正案を出したが，本案がとり入れられなかった理由を伺いたい。

○「前項の手続によらない場合」とすると「前項の手続」が「当該大学の正規の手続」

とも読承とれ，種食の疑点が生ずることと，本項の趣旨が申し出がない場合を撹定して

いるものだからである。

第７条について

◎委員の構成がこのようになったのは，階段を踏んだ討議の結論として了解できるが，

結果からみると，会，副会長３名，常置委員会の委員長７名，各地区選出の委員７名と

なり，前２者については互選によるとはいいながら旧設大学に傭しているのが実状であ

る。とすれば地区選出委員のみが新設大学に廻ることになるが，大学数，任期等を考え

ると1o年に一回の周期であり，これを補うため臨時委員の制度もあるが，多くを望めな

い。よって特別委員会の－である常置委員会の委員長をこの委員から除き，地区選出の

委員の定数を､倍にすることが考えられるが，成案を得るに至った本規程審議の経緯にて

らし，この考え方を今急に修正動議として提出することは適当でないと考えられる。し

たがって，協会自体の体質改善を検討される際にこの点も再検討を願いたい。

○ロテーンョンの委員を多くするため，常置委員会の委員長を削って地区選出の委員を

多くするのは賛成であるが，協会の体質改善後に検討されることでさしつかえない。
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しているのであれば，地区代弁者として，１名では荷が重い畷がある。

○構想の問題であるから回答の線にそって立案をしたもので，技術的に述べるとこ

ない。

○常置委員会の委員長は必らずしも運営協議会のために選んだものではないのでこ

が問題である，また，会を全体的に代表するのは，会長，副会長も入っているが，

委員会の委員長が代表している形になっている。とすれば，むしろ地方選出の委員

全体から選出する委員とで構成するのがよいと思う。

◎さき程「段階を経てこの結論に到遥したのであるから，この席で急に修正露見を

のは控えろ」との発言があったが，是非提案してほしい。常置委員会は，協議会の

に設けられた組織ではない。

○常置委員会はなるほど協議会のために設けたものではないが，全国の大学の改善

めに作られたものであるから，この委員長を構成員に加えることは必要であると思

よって，当初は原案のまま出発して，会則検討後さらに構成について再検討するこ

すればよいと思う。ゆえに常置委員会の委員長を除く意見には反対である。

○「今急に修正の動議を提出することは遠慮したい」ということは，問題点の提示

の検討と，段階を経て大学の意見が集約された結論であるので，また元へ帰って初めか

ら議論をし直す形を要求するのは控えたいとの意味である。

◎第１項第３号の委員の選出方法について伺いたい。

○それは協議会の発足後協議会自身が決めることであり，実施細則に規定されるべき事

項であるが，たとえばこの総会の席上で互選するとか，文書でおやりになる等の方法も

考えられる。

◎とすれば，第３号は「国立大学長によって互選された」としてもよいのではないか。

○選出方法は，大学が決めることであり，本号の趣旨は，大学が大学を選ぶとするもの

であるから「学長によって互選された」とはできない。

◎地区別の定員は，所在大学数等を考えると均衡がとれていないと思う。

○協会の体質改善を検討する際，地区割等についても考えたい。

○地区選出の委員については，本規程の決定後その選出方法を統一して決めてほしい。

◎関東甲信越の区分についてはその事情も異なるので，関東地区と東京地区に分離して

はどうか。

○それは実際に委員を選出する際に相談すればよいだろう。

◎第３号の地区選出の委員は選出方法を統一するのか，各地区の自由な選出にまかせる

のか伺いたい。

○第11条の規定により協議会自体で決めるべき事項としていずれとも決めてはいないが，

個人的には両者共ありうる。

◎細則は総会に諮る必要がないのか意見を伺いたい。
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○建て前として協議会に委任されているが，本規程案審議の段階における各大学の要望

の中に，細則についても各大学の意見をきくようにとのことであるので，地区委員がそ

の地区の意見を集めて，実質的には72大学全部の意見をきくことにしたほうがよいとの

論であった。そして形式的には総会にかけないが，実質的にはかげたと同じようにした

い考えである。

◎これで第７条に関する討譲を終わったものとされるのであるか。

○会則検討後再検討するとの条件付で了承されたものと思う。

◎地区委員１名では欠席することもあり，したがって変任が持てないのでこのままでは

賛成できない。

○乳状では条件付で了承することでよい。

○糠成員としてはあまり多くならない（20名位まで）ことを考えた。地区の会議は建て

前上，協議会委員の連絡会議ではないし，地区から出ている委員が１名だけでは足りな

い場合，臨時委員の制度を活用してゆけるので，ある程度捕えるのではないかと思う。

第８条について

◎臨時委員の概念について説明願いたいｃ

○一概にはいえないが，たとえば各専門にわたること，または外国の事情を調査したい

場合にその適任者に依頼すること，その他問題によっては，当該地区からとか’同じ種

類の大学から選ぶ等のことが考えられる。

◎専門委員の権限等については掛かれていないが，見解を伺いたい。

○書きにくいというのが一つの理由である。表決権についての問題があるので，体質改

善をも含めて臨時委員には嵩いたが，専門委員は表決権の点まで第７条の委員と同じに

するのは適当でない。またある場合には事務職員からも選べるので概念の上で限定であ

るだろう。霞時委員はその点第７条の委員を補充する意味のものである。

◎その意見には承服できないが，法律論争であるから意見があることだけを伝えて邇き
たい。

○趣旨として，法律技術的に完全なものを作ることよりも，運用がうまくできるように
心掛けたため，無理をして規定しなかった点もあるので了承を得たい。

第９条について

◎小委員会には外部の者が入らぬと理解していたが，そのとおりでよいか伺いたい。
○協議会の中の小委員会であるから，外部の者が入ることは考えられない。

第10条異議なし

第11条について

◎「この規程を改正する場合には，総会の護を経なければならない」旨の規定を股けて
はどうかとの意見を出したが，それについての見解と，将来会則が変わるとの予測の下

で，暫定的な規定であるとの意味を持つものか伺いたい。

○改正の手続きについては，これが国立大学協会の規則であることから，作成の時と同
様に，総会の談を必要とする。また，若しその議決要件として「３分の２以上の賛成を

－６３－



必要とする」等の条件を付けるのであれば，規則中にその旨の規定を設けなければなら

ないが，提案のようなものであれば必要とせず，なくても当然総会の議を経る要がある。

◎細則に規定されるべき事項を伺うと，当然総会の護を要するものがあると思うので，

その道を開いておかれるよう望む。

○重要なことについては，実質的に総会にかけたと同様になる手続きをもって進めたい．

○大学運営協議会規程実施細則の解説

(騨運雛鑿）

伊藤専門委員

１大学運営協議会規程実施細則案起草にあたって採られた

基本的態度

この細則案を起草するにあたって，まず大学運営協議会というものが,できるだけ実際

の運営によって作られるルールにしたがって事務を処理できるようにすることを考えた。

いまのところ今後大学運営協議会がどのように運営されていくかはっきりしないので詳細

な点にわたって最初から細則でしばってしまうと困ることになろう。どうしても明文で定

めなければならないことだけを細ＩｌＩに規定し，それ以外は今後運用によってまかなう。さ

らにその結果，どうしても明文できめなければならないことが明らかになった場合には’

その時あらためて実施細則，さらに必要ならば大学運営協議会規程自体を改正することに

よって対処すればよかろう。そのような基本的な考えのもとに必要鰻少限度を細則に盛る

という態度をとった。

第２に以上のような態度をとっても,かなり重要な点で,本来規程で定めなければなら

ないようなところも数多く，それをどうするか種々論議したが，規程で定めていない以上’

やはりこの細則で規定しなければならないという立場をとった.例えば，臨時委員がどう

いう性格のものであるか，それはどのような人から選ばれるものか,ということは，規程

では明確ではないし，その審議過程でも細則に委ねるという気持もあったようであるが,

その点はっきりしないのでどうしたらよいか種盈議論した結果，逃げたような形であるが，

ところどころに臨時委員とはこういうものだという性絡が表われるようにしながら，正面

からはそれを規定しないということになった。また,地区選出委員というものがどのよう

な性格のものか，これもはっきりしないし，￣方，常置委員会の委員長が委員iこなるが，

これと地区選出委員とは性格の違いがあるのか。これも規程からははっきりしないので細

則起草のとき問題となった。この点もこの細則では若干違う扱いを予想しているわけであ

る。このような点で，本来実施細則としては，この枠をこえると承られることも若干は盛
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り込まれているのである。

２逐条について

第１条（招集）

第１項は委員長が職権で招集する場合であるが，これは毎年２回以上招集することをき

めた。２回以上ということについては特別な理由はない。国立大学協会の総会は年１回以

上ということになっているが，理事会が２回以上ということで理事会程度の回数の大学運

営協議会はやはり定例として開いた方がよいのではないか。そもそも大学運営協議会には

２種の任務があり，その１にいわゆる紛争の処理があるが，そのほかに大学の管理運営の

改善に寄与するという恒常的といってもよい仕事があるわけである。そのような点でどの

ような調査をし，どのような仕事をするかは年２回，少なくとも定例的に開催され，審議

する必要があろうとの考慮のもとにこのような規定にした。それ以上は委員長が職権によ

って開いていただくということにした。これらは委員長の職権による招集である。通常は

委員長の招集で足りると思うが，念の為第２項で委員長に招集義務を負わせる場合を規定

しておいたのである。

これは２つの場合を考え，１つは３人以上の委員から請求があった時に招集しなければ

ならないこととした。この委員というのは勿論臨時委員を含む。この細則では特別の定め

がない場合は委員といえば臨時委員を含むということになっている。規程によると臨時委

員は普通の委員と同等の権限を有しているからこれは当然のことであるが念のため書いて

おいた。また，３人という数については，必ずしもこれに限るということではなく，初め

は２人の連名でもよいのではないかという考えもあったが，委員数1７（正規の委員）に若

干名の臨時委員が加わると20余人となる。そこで便宜上その７分の１位の数で３人となっ

た。国立大学協会の総会の規定もだいたい７分の１位の少数者の総会招集請求権があるよ

うなので，一応比率をあわせた。

その第２の場合はかなり問題と思うが，第８条第２項で説明するように，いわゆる助力

の開始は，普通の場合当該大学の学長の申出によって開始されることになっているが，こ

の助力の開始の申出は原則としてその所属する地区選出委員を経由して行なうこととした。

そしてその経由した地区選出委員というのは１人であっても大学運営協議会の招集を請求

できるということとした。他の場合は３人以上の請求がなければならないが，地区選出委

員を経由した場合はその委員の判断によって，これは招集した方がよいという判断があっ

た場合にはその委員１人の請求であっても委員長に招集しなければならないこととしたわ

けである。

第２条（議長）

あまり問題はないと思う。これは委員長が議長になる。委員長に事故があるときは，委

員長があらかじめ指定するのであるが，その指名する委員がその職務を代行するというこ

とにしたのである。
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第３条（定足数）

大学運営協議会の定足数をどうするか。これも種交議論のあったところで，いろいろの

意見があったが結局まとまったもの}ま，普通の場合，過半数でよいのではないかというこ

とになった。これには異論もなくはなかったが，将来この大学運営協議会がどのような形

で運用されていくのか予想できない。場合によってば臨時委員が非常に多くなることが想

像され，定足数をあまり厳重にするのはどうかと思われる。このようなことを想像するこ

とはよくないかもしれないが，各地で紛争が起り，例えば全国各地で５件も起るとすると

それぞれの紛争処理に適当な臨時委員が２名ずつ加わると10名の臨時委員になる。そのよ

うに臨時委員の数が多くなると，臨時委員の方は自分の担当しない問題が議題となるとき

は欠席するのではないか。そうなるとあまり定足数を高めておくとこの会議が開けないお

それがあって，やはり普通は過半数の定足数で足りるのではないかということになった。

そして議事と同時に議決の場合も定足数は過半数でよいということとした。

第２項は，注意的な規定であるが，規程第10条に紛争処理に関して利害関係を有する委

員は職務を辞退しなければならないという規定があるが，これに関する事項をどこに規定

するか考えたうえ，他の規則の例などを調べたところ定足数のところにきめてあった例が

多かったので，それにしたがって，職務を行なうことを辞退する委員の数は出席委員の数

にかぞえないということをここに定めることとした。

さらに第３項で，その委員が利害関係を有するかどうかは大学運営協議会の決するとこ

ろにより，当該委員はこの議決に加わることができない。これも，当然といってよい規定

である。

第４条（表決）

この点も種食議論があって，やはり協議会が表決をする場合はどんな場合でもかなり重

要な場合であるから，３分の２以上の同意が必要なのではないかという意見もあったが，

運用がどうなるか解らないので，きびしいしぼりかたをしていると何も決定できないこと

になって困る。そのような意味で，通常の場合は定足数も過半数であるから，表決の場合

も過半数の同意でたりうるということで，かなり動きやすくしておいた。

このようiこして，第３条と第４条は通常の会議体と同様な定足数，表決の規定にした。

第５条（定足数と表決の特例）

しかし，第３条および第４条の通常の場合以外の，とくに重要な問題については特別に

きびしい定足数と表決の規定をおくことにした。その一つば規程第６条第２項の場合で，

学長の申出がないのに，この協議会が助力の開始を決定するということは非常に重要なこ

とであり，規程においても「事態を慎重に考慮して」ということが害かれている。その二

は第４条第３頃の場合で，助力の経過を国立大学協会の総会に報告してその意見をきくと

いうようなことは，この規程の審議過程をゑてもきわめて重大な措置であると考えられて

いる。そこで規程第６条第２項の場合と，第４条第３項の場合は，とくに重要な措置の場

合であり，特例を定足数についても表決についてももうけたほうがよい。こういう場合だ

けは非常にきびしく規定しておくべきであるという考えのもとにこの二については，定足
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数が委員の３分の２以上の出席，その表決は４分の３以上の同意が必要であるとした。そ
の結果，この二つの場合つまり助力の開始を決定し，あるいは助力の経過を総会に報告し
意見をきくことを決定するという識決をするためには，総委員の過半数がなければそのよ
うな結論が出せないという形にした。

これが定足数と表決についての一般の場合とその特例の場合で，第３条から第５条まで
に規定されているのである。

第６条（委員の欠席）

第１項は普通の手続的な規定で，出席できない場合は委貝健に通知する。本条の主意は
第２項で，これは意見の分れたところである。一部の意見では，委員というものは重要な
職責であるから代理は認めないほうがよいという意見もあった。しかし，議決をする場合
の定足数があり，やはり代理を認めた方がよいのではないかということになった。そこで
第２項を置いて代理人を出席させることとした。
この点について問題点が２つある。その１は，臨時委員が代理人を出せるかということ

で，これも問題があったが，原案ではここにあるように「臨時委員を除く｡」ということ
となった。つまり，臨時委員は，本人が出席することが必要になる。それは臨時委員の性
格を考えるからで，通常の委員は大学を単位としている。従って学長が委員となっている
が，場合によっては他の人を代理人とすることしできる。また，常置委員会委員長の場合
は，その常置委員会の委員の中から代理人を出してもらうことも可能である。これに反し
て臨時委員というものは，その人の個性がかなり強い。大学の代表者というのでなく，そ
の人自身の能力，その他極点の点を考慮して任命されることが多いのであるから，代理人
を自由に出せるのでは困るのである。それらを考慮して臨時委員は本人に限り，これに反
して通常の委員は代理人を出席させることができるという二とにした。
第２の点は，代理人を出席させることができるとして，代理人をどういう人にするかと
いうような点についての規定が必要でないか。ということである。しかし規則にそこまで
定める必要もないとの結論になった.委員長の承認をえてという要件もあり，また，委員
が不適当な人を代理させることは考えられないので，それぞれの場合に応じて適当な代理
人を出すよう運用に委ねてよいのではないか。ただ専門委員の話し合いでは，常世委員会
委員長は，その常置委員の中から代理人を出し，地区選出委員の場合は，その地区の中の
他の学長も考えられるが，規程から染て，その大学が指定されているとも考えられるので，
その大学の中から適当な代理人が選ばれるのではないかということであった。しかし，こ
れについては明文化しないで通用にまかせる形をとった。

第７条（議事の秘密）

協議会の性質上，これは公Ｉ)Mすべきものではないので，公|Nilしないということにし，従
って当然記録等も非公開ということとなる。そのようなことで議事の非公開という規定を
おいた。

第８条（学長の申出）

規程第６条第１夷による助力の開始についての学長の申出についての手続を定めた。第
一６７－



1項は，規程第６条第１項に「当該大学の正規の手続を経た学長の申出」という規定があ

るので,正規の手続が何かむづかしい問題もあるが，協議会としてはいちいちその雁,ﾖ出に

その大学の評議会の承認があるかをiiMくるわけにもいかないので，学長名儀の公文鶴で申

出があったときは，正規の手続を経たものとするという形で助力の開始が行なわれること

にした。そのような点で疑義が生じないよう第８条雛1項で規定している。これも＿応推

定するとしておいて;まどうかとの意見もあったが，それでは協議会iこおいてこの点で争力：

起って混乱するということでは困るので，「これを正規の手続を経たものとする｡」という

断定した形できめた。，

第２項は,その申出の方法を鈍定した.これについても非常に問題があった。すなわち，
直ちに協議会に対してI:'』出をすればよいのではないかということも一案であるが，原則と

して地区選出委員を経由して行なうことを原案とした。規樫の前文にも,~地域における連
絡．協議等によって！‘常に相互の協力に努めることが望ましい｡」と轡いてあるので，地
区でおさまるものはその地区で収めることが望ましい。したがって自分の地区からそのよ

うな申出があったということをその地区選出委員が知っていることが必要ではないかとい

うことになって，このような申出は原則としてその委員を経由することにした。ただそこ
に「特別の事情のあるときのほか，」と入れたのは，逃げたような規定であるが，どうし

ても地区選出委員を経由することを望まず，あの地区選出委員を経由するのでは申出を持
ち出したくないというような場合があるとすれば,それを押えてしまうのは好ましくない。
したがって，特別にそのようなzlrliｻﾞがあった場合には，(直接に申出ることができる余地も
残しておいた。しかし，あく童でも原則としては駅そこにあるように地区選出委員を経由
して行なう。そこで地区選出委員としてば実際には地区の適当な人と相談し，紛争の処理

についてそこでいろいろ行なわれるのではないかと思われるが，規定上はただこのように

申出が地区選出委員を経由して行なうというだけを明らかにするにとどめた。なおその場

合は第1条第２項でその委員の判断で協議会の招集が必要と認めた場合には，その地区選
出委員単独で招集を請求することができることになっているのばすで腱のべたとおりであ
る。

第９桑（臨時委員）

第１菰ば協議会が選任することを明らかにしたもので，爽際上どのような形で選考する
かは別として，規定としては問題はないと思う。

第２項で蔭時委員の性格が間接的にでてきたわけである。臨時委員には，種含の場合が

あろう。例えぼ，規程第２条第２号の紛争処理を任務とするものもあろうし》場合によっ

ては特殊の大学についての知識（単科大学等の場合）がM'議会に不足であるという場合に
力Ⅱわることもあろう。叉にⅢ国立大学協会の体質改善にからんで学長以外の教官が加わる

こともあろうと思われる｡このうち規程第２条第１号の仕馴「をする者で，しかも学長以外
の教官の場合にはかなり常'職的な臨時委員という性質が強くなってくる。それらの種盈の
型の場合が規程では一括して規定されていて，その規定も臨時委員が委員と同一の権限を
有するということの承であって，細則でどのように定めるか種を議論があったが，結局、
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性格の違う委員のあることを任期の点でにおわせておき，あとは運用でまかなうこととし
た。そこで第２項に臨時委員の任期は２年とし，これはかなり常圃的な委員を考えている。
この委員については地区選出委員の任期が２年になっているので，それに合わせた。この

原案が成立すると，委員の任期と臨時委員の任期とが少しずれるが，かえってこの方が適
当であろう。これに反して，規程第２条第２号に掲げるZIF項，つまり紛争処理の仕事のた
めに選任された臨時委員については，やはりその紛争処理が仕事であるから，場合によっ
ては２年以上かかることもあろうし，２年に到らないで解決することもあるので，協議会
が適当に定めるということにした.；このように任期の点から臨時委員に少なくとも２種類
あることが表われている。もし今後規程が改正され，そこで臨時委員というものの性格が
はっきりしてくると，この細則も動くかと思うが，現在のところでは細則にはこの程度の
ことで残りは運用で処理できようというのが原案の趣旨である。

第10条（専門委員）

第１項で，専門委員の選任は協議会で行なうことを定めた。
第２項の専門委員の職責は，これをどう定めるか問題があろうが，規程にはその任務に
ついての規定がないので，ここでは，漠然としてではあるが，特定の事項を処理するため

に補佐する役割りであるということをきめておいた。これだけで専門委員は動きうるので
はないか。また，任期については，第３項で，特に任期は定めないで特別の事項の処理を

任せられているのであるから，定められた事項の処理が終ったときに協議会がこれを解任
する。専門委員の側からいうと解任されるという形にしたわけである。

第11条（小委員会）

小委員会は特定の事頂を処理するため設けることができることになっているが，どの程

度のことを小委員会についてきめればよいか。これも問題かと思うが，委員の選任，小委
員長に関する規定をおいて，それ以外の議率の進め方については，非常に漠然たるもので
規定の形式としては良くないのであるが，協議会に関する規定は，性質に反しないかぎり

小委員会に準用するということにした、これば通常の法律規定では，第○条ないし第○条
の規定を準用するということになるのであるが，小委員会がどのように動くか，あるいは
何人位で構成されるかということがよく解らないし，また，この細則の梁ならず，規程に
も準用しなければならない規定があるようなので，第○条から第○条までと明記すると，

醤かれていないものは準用されないという反対の解釈をされて困るので漠然とした規定と
した。

しかし，定足数とか表決等が準用されてくるので，小委員会はどういうものをするのか

明らかでないが，議決をするというようなことになるとあるいは定足数をあつめることが
非常にむづかしくなったりするようなことになろうかとも思われるが，これも運用で処理
できるのではないか。また，実際上は，小委員会がそこまでいかないで協議会の仕事の準

備段階のことをやるということになればあまり定足数，表決数にこだわる必要はないと思
うが，将来どう動くか解らないので非常に漠然とした規定にしておいたわけである。

最後に，施行期日について付則がついている。
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第Ⅲ章特別会計制度協議会

第１節総則及び例規

○国立学校特別会計制度協議会設置について，

会長と文部事務次官との申し合わせ
(昭和３９．６．５）

国立大学協会会長大河内一男

文部事務次官内藤誉三郎

国立学校特別会計制度に関する協議会について

1．名称は，特別会計制度協議会（以下「協議会」という｡）とする。

2．協議会の構成員は，２０名以内とし，次に掲げる者をもってあてる。

国立大学協会側

会長または副会長

第６常匠委員会委員長

会長が指名した学長若干名

文部省側

文部事務次官

大学学術局長

管理局長

官房長

大臣官房会計課長

3．協議会には，構成員の互選により議長および議長代理を置く。

4．協議会の識に付すべき事項は，次に掲げるものとする。ただし，常例的事務に｜

事項を除く。

イ国立学校特別会計制度の運営上の重要事項

ロ国立学校特別会計制度の改善に関する重要事項

常例的事務に属する

5．協議会は，国立大学協会側または文部省側のいずれかの要求があった場合に開催する

ものとする。

6．協議会には，必要に応じ，大蔵省側関係者の出席を求めることができるものとする。

7．協議会に関する事務は，国立大学協会事務局において処理するものとする。
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○国立学校特別会計制度協議会運営方針

（鰯制鑑鍵騨）
（蝋制溌鑿鞠

特別会計制度協議会（以下「協議会」という｡）の運営は，昭和39年６月５日国立大学
協会会長と文部事務次官との申し合わせによるほか，この方針によって行なうものとする。
１．協議会は，国立大学協会側または文部省側のいずれかの要求に基づき，議長の招集に
より開催するものとする。

2．協議会は，定例または必要に応じ臨時に開催するものとする。定例会議は，毎年度，
予算概算編成前および予算案決定後に開催するものとする。

3．予算概算編成前の定例会議においては，国立大学協会または文部省より提出した国立
学校特別会計制度の改善および運営に関する意見ならびに翌年度予算概算編成方針に関
する事項その他について協議し，予算案決定後の定例会議においては，予算案およびこ
れに関連する会計制度上の問題についての報告ならびにその対策その他について協議す
るものとする。

4．協議会には，必要に応じ協議会の議を経て小委員会を設けることができるものとする。
小委員会には，専門委員を置くことができるものとし，専門委員は，国立学校または
文部省その他の職員をもってあて，あらかじめ協議会の承認を得て協議会の議長が委嘱
するものとする。

(注）定例会議開催時期

ａ予算概算編成前の定例会議４月下旬～６月上旬

ｂ予算案決定後の定例会議２月下旬～３月下旬

○国立学校特別会計制度実施の際の文部事務次官と
大蔵省主計局長との覚書

（昭和39.2.27）

覚密

1．この特別会計は，国立学校の内容の充実を図り，かつ，今後における整備を促進する

趣旨のものである。

2．この特別会計は，国立学校会計の独立採算を目的とするものではない。したがって，

特別会計にしたことを理由として授業料等の値上げを意図することばない。
3．この特別会計に属する不用の財産を処分して，その収入を国立学校の内容充実にあて
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ることを容易にするため，今後においても必要がある場合においてば，建交換を行なう

に必要な予算と国庫償務負担行為の計上を図ることとする。

4．この特別会計の歳出予算の移流用については，教育研究の事情に即して弾力的な取扱

いをするように努めることとする。

(註）この覚書は，昭和39年４月２日参議院大蔵，文教委貝会連合審査会において,田中

大蔵大臣が公表している.

第２節参考

○国立学校特別会計について検討を要する事項

（､禦制鐡謹鰹）

（１）特別会計制度の運営上の問題点について

(ｱ〉積立金制度の運営方法について

制度上は，国立学校を包括した－つの積立金として運用することになっているが，こ

れが実施に当っては積立金を生じた事情を考慮し主として歳入超過を生じた学校の経費

の財源にこれを充当することが妥当と考えられるので，その具体的措置についてさらに

検討を要する。

なお，積立金のうち「|日大学及び学校資金」の使用方法等についても検討を要する。

w）財産処分収入の使用方法について

制度上は，財産処分収入についても，特別会計全体の財源に充当されることになって

いるが，これが運用に当っては財産処分収入を生じた鞭情を考慮し主として財産処分収

入を生じた学佼の特定の経澱の財源にこれを充当することが妥当と考えられるのでその

兵体的措腫についてさらに検討を要iする.

⑰歳入歳出予算の弾力条項の適用について

制度上歳入歳出予算の弾力条夷の適用は，特別会計全体の総枠において運用されるこ

ととなっているが，これが適用に当っては歳入予算を超過した学佼の歳出財源または主

として歳入予算を超過した学|炎の歳出財源にこれを還元することが妥当と考えられるの

で，これが具体的措鰹についてさらに検討を要する。

㈲歳出予算の計上と積算のあり方について

あらたに予算措獄を識ずる必要のある経費の有無，予算臓算の根拠および予伽費計上
額の妥当性について検討する必要がある。

㈹継続費，国庫侭務負担行為，繰越および移流用等の制度の活用とその手続きについて
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研究，教育の長期計画に即応するためおよびその特株性にかんがみ，継続費，国庫債

務負担行為，繰越および移流用等の制度の活用とそれらの手続きの簡素化等弾力的運営

方法について検討する必要がある。

②建築交換方式の運用について

学校特別会計法制定の趣旨にかんがみ，国立学校における施設の集合整備の円滑な実

施をはかるため，現行の建築交換方式が容易に実施できるよう特別の措置について検討

する必要がある。

㈲特別会計の決算の処理およびこれに関連する諸問題について

特別会計において，決算上不足を生じた場合または歳入欠かんとなる見込みがある場

合における処理方法およびこれらに伴う諸問題の処理について検討を要する。

②特別会計制度の改善について

（７）一般会計繰入金のあり方について

一般会計からの特別会計への繰入金は，毎年度予算においてそのつど決定されること

となっているが，国立学校の整備充実を促進するためには国立学校自体の収入墹加に伴

って一般会計繰入金の減少をきたさないようその拡充方途を検討する必要がある。

⑭）借入金制度の改善について

現行では長期借入金のできるものは附屈病院の施設費および既成市街地の過度の人口

集中の緩和'二資するための移転に伴う用地取得費を支弁するための経費に限られている

が，今後における国立学校の整備充実を促進するためには，借入金の制度の拡充方策を
検討する必要がある。

⑰国立大学とその他の賭学校とを区分することについて

現在，国立大学の予算は，その他の諸学校とともに予算上一括して計上されているが，

国立大学の任務と性質にかんが象，予算科目その他について制度的にこれを明確に区分

整理することを要するか否かについて検討する必要がある。

㈲特別会計と寄附等の取扱いについて

国立大学に対する地方公共団体等の財政的援助についての現行法令上の取扱いを検討

する必要がある。童た，近年特に要求されている産学協同等に関連して，委任経理・受

託研究等の制度および国立大学における寄附受入等の団体（法人等）の必要性とそのあ
り方について検討する必要がある。

なお，国立大学に対する寄附金に係る寄附者の減免税については，寄附者が法人であ

る場合と個人である場合の取扱いが相遮しているが，教育，研究の助成をはかるため，
これらの減免税措置等についても検討する必要がある。

㈹研究および教育の特殊性と長期計画に対応する会計制度のあり方について

研究お実ぴ教育の特殊性と長期計画に対応して，現行予算の単年度方式について検討

するとともiこ，契約，支出等の経理関係および物品・国有財産関係について会計法規上

特例を設ける等会計制度の改善について検討する必要がある。
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⑪特別会計と臨時行政調査会の行政改革に関する答申との関係について

臨時行政調査会の「予算・会計の改革に関する意見」は，特別会計においても重要な

関連を有するのでその取扱いについて検討する必要がある。

○国立学校特会別計制度についての意見

（閨職掌鰐会長）

国立大学がその任務・目的を達成するためには，一般行政機関とは異った独自の運営が

必要である。この見地から，国立大学の会計についても一般会計と異った取扱をすること

に異論はない。しかしながら，その具体的な制度及び内容については，大学の意見を反映

せしめ，大学にふさわしいものとするよう慎重な検討を要する。しかるに，今回提示され

た国立学校特別会計制度に関しては，われわれに十分検討するいとまが与えられなかった

ことは遺憾であった。

従って，われわれはその内容について十分具体的には結論を得るにいたっていないが，

さし当り後記の諸条項の趣旨は関係法令において完全に実現されることが必要であると考

える。

国立大学の内容，施設は，新設大学はもちろん，旧設大学においても，極めて劣悪不満

足な状態にある。この現状を改善し，学術の水準を高め大学間の格差を是正し，大学の任

務の達成lこ支障なからしめるためには，大学財政をさらに拡充し，その運営をいっそう円

滑ならしめなければならない。その意味において，大学財政については，今後の検討に残

された問題は少しとしないのである。従って，今回の特別会計制度の実施後においても，

その結果を検討し，改善をはかって行くことはもとより，さらに進んで，大学財政確立の

方策を研究する必要があり，‘翻岸右の検討・研究が続けらるべきであると考える。

なお，この制度の成文化及び実施にあたっては，大学の自主性が尊重されるべきことは

いうまでもなく，また，この会計の運営上の重要事項については国立大学側の意向が十分

反映されるような方途が識ぜらるべきである。

右の趣旨において当協会は，次の諸点について要望する。

Ｉ特別会計設置のj題旨と目的

（１）この会計は，大学における研究と教育の円滑な迦営を保障し，すべての大学の人的

・物的内容を充実させることを本旨とすべきものであること。

（２）この会計は，国立大学財政を，永続的・長期的観点に立って自主的・弾力的・計画

的に運営することを可能ならしめるものでなければならないこと。

（３）国立大学の財政は，本来収支の均衡を期待することができないものであるから，た

とえこの会計の運用上企業会計の精神を活かすべき面があるにしても，そのことによ

り国立大学の本来の目的の実現を妨げるようなことがあってはならないこと。
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③国立大学の任務と性質にかんがみ，国立大学とその他の諸学校とを区分すること。
Ⅱ特別会計の運用

（１）この会計の運用に当ってはⅡ一般会計の負担を軽減するために独立採算をはかるよ
うなことがあってはならないこと。したがって，

ｑ）剰余金，国有財産処分収入等の特別会計固有の財源があることを理由として，一
般会計からの支出を削減してはならない。

回授業料収入等の歳入の増大を特にはかるようなことがあってはならない。

②この会計においては，大学における研究と教育の円滑な遂行を可能ならしめる見地
から，一時借入金・繰越・予算の流用・継続饗等の諸点において弾力的な措極力澪慮
されなければならないこと。

③この会計は，雷た国立大学施設の整備促進，内容充実のために運用されなければな
らないこと。したがって，

のこの会計に属する国有財産の利用ないし処分lま有償としてこの会計に帰属し，一

般会計の財産を使用または所梼摸する場合は無償とすることを原則とする。
｡この会計は,､施設の整附iを促進するために適当な条件のもとに財政投融資資金の

受入れを行ないうるものとする。

㈲この会計では，いわゆる建交換を行なうに必要な予算枠を設け，国庫俄務負担行

為をなしうるものとする。

③この会計の剰余金は，全額この会計の財源とし，歳入予算超過分の－部は，積立金
として積立て，施設整備のために歳入に繰入れうるものとすること。

（５）歳入超過額については，弾力条項を設け，予算の円滑な運営をはかることとするこ
と。

(6)剰余金，載入超過分，国有財産の処分等によって生じた財源は】それらの発生した
事情を考慮しつつ，③の目的Iこ沿うように使用すること。

昭和39年１月23日

国立大学協会会長大河内一男

○国立学校特別会計制度についての意見の解説

（蟹u識織合同灘）

武田専門委員

１全般について

国立学校の財政は，従来’一般会計によって経理されていた。すなわち，その経費は国
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立学校澱（昭和37年度決算額は784億円強）および国立文教施設整備費（同じく約136億
円）として計上され，他面国立学校における授業料収入，付属病院や演習林等からの収入
（昭和37年度決算では合計163億円強）および国立学校所有の財産売却代金等はすべて一

般会計に繰入れられていた。今回，昭和39年度の予算編成過程で突如として出てきた国立
学校特別会計の構想は，これらの収入，支出を一般会計から切り離して，国立学校の財政
を特別な経理のもとにおこうというわけである。

何故こういう話が突如として出てきたかは一つの問題であるがその点ばここでは問わな

い。童たこれは戦前の大学特別会計とはかなり異なったものであり，戦後国立大学協会に

おいて議論されたものと同趣旨のものであるかどうかもよく分らないが，その点もここで
はせんさくしない。

ここではただ，国立学校特別会計を作るという話が出てきたというその点だけを受けて，

もしそういう特別会計がつくられるのならば，国立大学協会としては，こうあってほしい

と考えることをカー応禰れなくいっておこうということで，そのいうべき点を考えて蕊た゜
それがこの意見（案）である。

意見（案）は，この特別会計設置の構想を受けとめて検討するに当ってわれわれがiii提

とした点を書いた第１の部分と，その前提に立っての要望を述べた第２の部分とからなっ

ている。第２の部分はさらにこの特別会計がどういうものであってほしいからこうでなけ

ればならないという点を述ぺた「設置の趣旨と目的」と，そのような「設置の趣旨と目

的」から，当然出てくることではあるが，この特別会計の運用上，特漣注意してほしいと

いう点．あるいはこのさい釘をうっておきたいと思う点を列挙した「特別会計の運用」に
分れる。

２逐条について

１．について

（１）国立大学は，いうまでもなく研究と教育を任務とし，目的としている。しかも，そ

の研究と教育の経澱は，私立大学の場合とは異なり，必ずしも授業料等で賄なうべき

ものではなく，これまでも他の国家機関と同様，租税として徴収されたものがこれに

充てられてきた。しかし研究と教育という国立大学の任務，目的を達成するについて

は，事の性質上，一般行幽幾関が事務を行なう場合とは異なった独自の活動の仕方が

必要である。したがって，国立大学の活動を，一般行政機関の活動を規制し拘束する

のと同じ方式の予算で規制し，拘束することには無理があり，独l自Ｉの方式があって然

るべきではないか。国立大学について戦前，特剃会計がおかれ，戦後も－部でそれが

望まれてきたのは，このような考えによるところが多いように思われる。

（２）国立大学の施設の現状が，戦後新設された大学では勿論，戦前からの大学において

も非常に粗末な状態にあって，研究と教育という大学の任務，目的をじゅうぶん達せ

られないようなものであること，それをなるべく早く充実することが急であることは，
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いうまでもないことである。

（３）日本の財政・経済の現状，すなわちいわゆる開放体制への移行にともなって今まで

のようないわゆる商度成長は困難になり，したがってこれまでのような財源ののびは

望めなくなってくるが，他方そうした情勢の変化を口実とする各省の予算要求は一段

と熾烈化すると思われる。そのような状態においては，文部省や大学当局が努力して

も国立大学の運営，ことに内容の充実に必要な予算を確保していくことについて，今

日よりも事情が好転するとは考えられない。そうだとすれば，一方では予算確保のた

めに従来どおりの，いな従来以上の努力をするのはむろんのことだが，他方ではその

確保した予算をすこしでも有効に使う方法，あるいは国立大学が現にもっている財産，

収入等を役立てる方法を考えていくことも必要になるのではなかろうか。

以上のことが，この意見（案）をまとめる前提になっている。

Ｚについて

右のような考えに立つならば，作らるべき特別会計は次のようなものであってほしい。

または次のようなものである場合に，われわれとしては賛成しうる。

Ｉこの特別会計が設けられる場合には，国立学校特別会計法ができ，そこに，その設置

の目的ないし趣旨がうたわれるはずであるが，以下のようなことを，なんらかの形でで

きるだけ盛りこんでおいて，それに照して，その運営がおのずから規制されるようにし

たい。

⑩この会計は，大学における教育と研究の円滑な運営を保障し，大学の人的・物的内

容を充実することを目的として設けられるものであること。その意味でこれは，いわ

ゆる事業特別会計ではなく，前記のような目的達成のために設けられた一種のいわゆ

る整理区分特別会計であるということである。

②しかし，他面，単なる整理区分のための特別会計にとどまらず，国立大学の財政を

永続的・長期的観点に立って自由的・弾力的・計画的に運営することを可能ならしめ

るような特別会計でなければならないということである。

③結局は(1)②と同趣旨のことを別の言葉でいったものである。国立大学は，多少の収

入をもっているとはいえ，それはごくわずかなもので；その経費の80％以上は一般財

源によって賄われてきたのであって，この性格は特別会計になったからといって，す

こしも変るものではない。それなら一般会計のなかにおいておくべきで，特別会計を

作る必要はないようにも思われよう。しかし，国立大学は一般行政機関と異なった独

自の運営を必要とするということが主たる理由ではあるが，一旦，特別会計を作った

以上は，企業会計の趣旨，精神を活かしうる分野で活かしていくことにやぶさかであ

ってはならない。この場合，企業会計の趣旨，精神というなかには，単に能率を上げ

る，収入をふやすということのほかに，設備や機械の減価償却等運営一般についても，

一般会計とはちがった考え方をしていくということを含むものである。ただしかし，

そのことによって，国立大学がもっている研究と教育という本来の任務・目的が妨げ

られるようなことがあってはならない。例えば，国立大学付属病院の第１にもってい
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る任務・目的は研究と教育である。そこで，企業会計の趣旨，精神を取り入れるとい

う名のもとに，他の病院と同様な経営が強いられ，本来の目的，機能が妨げられるよ

うなことがあってはならない。要するに研究と教育という国立大学本来の任務，目的

を中心としつついい意味で企業会計の趣旨，精神をももつという意味でいわゆる事業

特別会計ではむろんないが，また単なる整理区分の特別会計でもないという点腱，こ

の特別会計の存在意義はもとめらるべきだということである。

Ⅱ右の「設置の趣旨と目的」から当然導かれることであるが，この特別会計の運用につ

いての要望が大綱的に６点並べてある。

（１）まず，この特別会計の運用上，最も懸念される点に釘をうっておこうというわけで
ある。国立学校特別会計設置の構想が出てきたさい，新聞等では，それを，授業料の

値上げiこつながるもの，将来独立採算が要求される鯖それがあるものとして論評した。

これは必ずしも杷憂とはいえないが，しかし，すでに要望したような「設置の趣旨と

目的」からいって，この特別会計に対して，かりにも独立採算的な運用をしいるよう

なことがあってはならないということである。

③この特別会計は，国立大学のもつ研究と教育という任務，目的にそうよう長期的

・永続的観点から弾力的に運用されるものであるから，例えば研究計画の進行の具

合によっては，一時剰余金が出ることもありうる。また施設拡充のために大学所有

の財産を売却した収入を一定期間保有していることもありうる。しかし，それを理

由にして一般会計からの支出金が減らされたり，当然増えるべきものが抑えら抑た

りしてばならないということである。

回この特別会計は，先述したように，８０％以上が一般会計からの支出金で蚕かなわ

れなければならないが，そしてそれは，これまでそうであったように，年☆増えて

ゆく}まずだが，それについて予算要求をする場合，授業料を上げたり，病院収入を

ふやすような努力が不当に強要されるのは困るということである。もちろん授業料

は固定せよ，絶対に上げてはならない，病院収入をふやす努力は無用だというわけ

ではないが，それらは，いろいろな状況を染，大学の判断も加味し，特別会計の趣

旨も考えた上で行なわるべきものだということである。

②前述のような懸念があるにもかかわらず，この特別会計の設職が考慮に値するのは．

国立大学の任務・Ｅｌ的たる研究と教育という活動が他の行政機関のそれとは異なった

性質をもっているからである。したがってこの特別会計に媚いては乳その活動の円滑

な遂行を可能ならしめるような，予算的ないし会計的措置が識じらるべきだというこ

とである。一時lllf入というのは，収入は確実に見込まれるが今現金はない，しかも，

支出のほうはMi1｢究上今ただちに必要だというような場合，一時借金をすることであり，

繰越というのは，研究の進行ぐあいによって年度内に消化されない予算を翌年度に廻

して使うことであり，予算の流用とは，ある研究のために割当てられた予算を他の研

究のため}こ使うことであり，継続饗とは，例えば４年かかる研究がある場合，４年間

１こ必要な経費について一括承認をえた上で，その年割り額を毎年度の予算としてもら
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から生ずる収入とか，いろいろな財源があり，場合によっては，それが相当巨縦にの

ぼることもありうる。そのような1M･源と一般会計からの繰入金とをもって，国立大学
の施設を整備し，内容を拡充していこうというのがこの会計のもつ一半の趣旨，目的

であるが，この場合その財源特に一般会計からの繰入金以外のものをどう使うかとい

う問題である。これについては二つの極端な例が考えられる。一つはいわば個人主義

的な考え方で，Ａ大学がその所櫛財産を売って得た収入，Ａ大学が作り出した歳入超
過分は，総てＡ大学の施設の拡充に充てるべきだという考え方であり，もう一つは，

いわば共同連jlllf的な考え方で，国立学校特別会計は一本であり，その趣旨，目的は，

日本の国立大学全般の水準を引き上げていくことにあるのだから，たとえ財源はＡ大

学が作り出したものでも，それは，－番施設の悪い所，たとえば，ｚ大学の整備，拡
り･し

充に振向けるべきだとし､う考えﾌﾟﾌﾞである。小ｉ

しかし，ここではいわばその中ＩＨＩの考え方でいこうというわけである。すなわち，

一方では財源の「発生した事情に１１Ｉしつつ｣，つまり財源はＡ大学が作り出したのだ

ということを充分念頭におく，しかしまた他方では３)の目的に沿うように｣，つま

りこの特別会計は国立大学全体の施l没の整附i内容の充実を窮極のねらいとするものだ

ということも忘れないようにしたいということである。具体的にどうするかはなかな

か難しいが，例えばＡ大学が所有財産を処分して50は'9の財源をえた。その場合には

まずＡ大学の施投の整備，内容の充実に充てる。Ａ大学より施設の劣った大学がある
かもしれないが，Ａ大学が作りIILた財源だということを考慮してまずＡ大学の施設，

内容を－鍛竹な水準で相当程度まで整備充実する。しかし，Ａ大学のほうでも不当に

単価の高い建物をたてたり，塊状では賛沢だと思われるような設備はしない。その上

でなお余りがあったらＺ大学その他の大学に廻す。廻すほどの余裕がない場合でも，

Iのu)の(ｲ)の要望が象たされていれば，Ａ大学に行くべき国立文教施設鍵Mi費分だけ
は浮くことになるから，それでＺ大学その他の大学の施設整備をはかる，このように
考えたらどうかということである。

'
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うことである。これらについては，一般会計の場合には，子jii':総則に明記するとか，

予め大蔵大臣の承認をうるとかいう厳絡なﾙﾘ限があって，例ﾀﾄ的にしか認められてい

ない。しかし，特別会計を作るというのであればそういう点についてなるべく弾力的

な措陞をzAとめて，大学本来の目的にそった活動がしやすいようにしてほしい，これ

までのように一般の行政官庁の予算の運用方式をそのままおしつけるものではないよ

うにしてほしいということである。

（３）しかし，この特別会計のさし当ってのpiiりば，国立大学の施設，没備を整備してそ

の内容を充実する点にあるように思われる。そして先述のように，国立大学の施設，

ｉ没術は，新設，旧設をｌ１ｌｌわず非常に貧弱であることを考えれば，それも尤もである。

ただそのためには

（ｲ）国立大学のもっている土地や建物，滅習林轆，それらをIHrすとか，売るとかする

場合にはすべて国立大学の内容の充実のためにおこなう｡ｘうにする必要がある。一

般会計なり，他の国家|]的なりに必要だからという理111で，無倣で寄こせとか，や

すく利111させるとかいうようなことがないようにしてほしいということである。

回この特別会計は，光述のようにいわ'）〕ろ]１１:業特別会計ではないから，そういう会

計が11ｲ政投融賛を受けること，つまり，郷(ｌ１１貯金とか簡易保険の積立金等の一部を

伯入れることはおかしいという議論もあI)うろが，施設の盤Miを促進するという兄

地から，ゆとりをもって考えるべきだということである。

以上の３ﾉﾉｽﾞは，「設獄の趣旨，目的」から出てくるこの特別会計の性絡，そこからくる

運用の態度についての要望であるが，以下のい)(5)(6)では，狭い怠り卜の逆)'1につ`､て多少細

かいことではあるが重要なことを述べた。

（４）この特別会計においては，弾力的迎営の結果，例えば，歳'11がなんらかの都合でii1i

化できなかったとか，節約されたとかいうような場合，あるいは歳入が予算以上にの

ぼったような場合，剰余金ができる。一般会計の建前では，これらの剰余金は，翌を

年度の一般財源となるが，この特別会計では，すでに述べたような目的，趣旨から，

その全額を財源として冊保したい。とくにその剰余金のうち歳入予算を超える収入か

ら成る部分は，一部を秋立企として職立てておき，施設を雌llliする場合，歳入に繰り

入れて使用しうるようにしたいということである。

（５）これは，(4)が年度終了後のことを言っているのに対して年度の進行中に歳入超過の

出た場合の話である。例えば付属病院の予算が歳出入ともに'0億円であるのに，年度

の進行とともに'5億円位の歳入が'''てきた。この場合、一般会｢;１．ないし財政法の一般

的趣,iiiからいえば，５億円の歳入超過分を直ちに歳出に充てるわけにはいかない。そ
のためには，まず追加予卸を組んで，国会の雛決を経なければならない。しかし，こ

の特別会計では，予めi1lli力条項をもうけておき，上例のような場合に追加予算の作成，

議決という手続を経なくても，自動的ないしｉｌｉｉ力的に歳出がiiiやせるようにしておき，

研究と教育のための活動がより円滑に進行するようにしたいということである。

（６）この特別会計には，剰余金とか，歳入超過とか，大学の所有１１ｲ産の処分ないし利用
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